
令不日5年 2月 15日

教育委員会定例会議案書

車津市教育委員会





付議事項  (9件 )
議第 2号 臨時代理の承認につき議決を求めることについて|

議第 3号から議第 10号まで
     に関する法律第 29条の規定により教告委地方教育行政の組織及び運営

員会の事務に関する議案について意見を市長に申し出る
につき議決を求

めることについて
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議第 2号

臨時代理の承認につき議決を求めることについて

上記の議案を提出する。

令不日5年 2月 15日

草津市教育委員会

教育長 藤田 雅也
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臨時代理の承認につき議決を求めることについて

本教育委員会は、所属職員の休職処分を行 うに碧たり、委員会を招集する時間的余裕

がなかつたので、草津市教育委員会教育長に姑する事務委任規則 (昭和 31年草津市教
育委員会規則第 4号)第 3条の規定により教育長が臨時に代理したため、委員会に報告

し、その承認を求める。
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草津市教育委員会の所管に属する職員の休職処分について

草津市教育委員会の所管に属する職員の公職処分を行うに当たり、教育委員
会の会議

を招集する時間的余裕がないことから、草津市教育委員会教育長に対する事務
委任規則

(昭和31年草津市教育委員会規則第4号)第 3条の規定に基づき、次のとおり臨
時I手

代理する。

記

1 体職処分を行 う者
職員 石倉 香
2 発令日        一

令和 5年 2月 1日

3 処分の期間
令和も年 2月 1日 から令和 5年 2月 28日

草津市教育委員会

教育長 藤田 雅也
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議第 3号

地方毅育行政の組織及び運営に関する法律第 29条の規定により教育委員会の事

務に関する議案について意見を市長に申し出るにつき議決を求
めることについて

、上記の議案を提出する。

令和 5年 2月 15日

草津市教育委員会

教育長 藤田 雅也
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地方教育行政の組織及び運営に関する法律第 29条の規定により教育委員会の

事務に関する議案について意見を市長に申し出るにつき議決を求めるこィとにつ

いて

令和 5年度章津市一般会計予算に対する意見を市長に申し出るにつき、地方教育行政

の組織及び運営に関する法律 (昭和 31年法律第 162号 )第 29条の規定に基づき、
本委員会の議決を求める。

´
記

意見  特になし
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令和 5年度当初予算

概要書

令和 5年 2月 15日 開催

定例教育委員会資料
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◎令和 5年度 会計別予算規模

令 和 4年 度 当 初

予 算 額
増 減 額名会    計

令 和 5年 度 当 初

予 算 額

1,710,00054,820,000 61.6 3.2 53,110,000 61.0般   会   計

11,541,500 13.3 △  39,200国民健康保F父事業 11,502,300 12.9 △ 0.3

0.2 269,390財産区 411,600 0.5 189.2 142,300

85,6001,134,700 1.3 8.2 1,049,100 1.2学校給食センター

△ 0.3 9,601,600 11.0 △  25,300介護保険事業 9,576,300 10.8

2.0 31,900後期高齢者医療 1,747,700 2.0 1.9 1,715,800

4.5 07 3,986,000 4.6 28,000水道事業 4,014,000

6.7 △  56,000下水道事業 5,818,000 6.4 △ 1.0 5,874,000

38.4 0.9 33,910,300 39,0 294,300

特

月町

△
7ヽ

計

特 別 会 計 の 計 34,204,600

100.0 2.3 87,020,300 100.0 2,004,300計
△
口 89,024,600
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◎令和 5年度 一般会計款別総括表

増 減 額
令 和 4年 度 当 初

予 算 額

年 度 当 初令 和 5
予 算 額

目科

1,077,33245.023,910,13845.6 4.524,987,4701.市税
△ 7,0000.6320,000△ 2.20.6313,0002.地方譲与税

0.0 △ 4,00020,000△  20.00.016,0003.利子割交付金
0,2 69,00098,00070.40.3167,0004.配当割交付金

△  50,0000.3162,0000.2 △  30.9112,0005,株式等譲渡所得害1交付金
46,0000.8486,00010.60,9482,0006.法人事業税交付金

5.8 390,0003,090,00012.66.33,480,0007.地方消費税交付金
0.1 2,00053,0003.80.155,0008.環境性能割交付金

△  1,4650.4198,0000.3 △ 0.8191,5359.地方特例交付金
△  329,0004.12,184,000△  15.13.41,855,00010.地方交付税

0.0 △  41316,551△ 2.50.016,188H.交通安全対策特別交付金
△  24,374362,694△ 6.70.6338 32012.分担金及び負担金
136,931989,2792.1 13.81,126,21013.使用料及び手数料
561,22218.39,724,40218.8 5810,285,62414.国庫支出金
△ 30,5648.44,473,681△ 0.78.14,443,11715.県支出金
△  175132,047△ 0.10.2131,87216.財産収入

0.8 165,069450;59536.61.1615,66417.寄附金
694,2892.51,283,1083.6 54.11,977,39718.繰入金
00.010.00.0119.繰越金

△  5,5521.6856,804△ 0.61.6851,25220.諸収入
8.2 △  979,3004,354,700△  22.56.23,375,40021.市イ責
100 0 1,710,00053,110,0003.2100.054,820,000歳 入 合 計

1,5750.6299,1400.50.6300,7151.議会費
189,81610,45,533,7063.410.55,723,5222.総務費

44.2 996,4554.2 23,461,14644.624,457,6013.民生費
△  20,7646.53,475,8106.3 △ 0.63,455,0464.衛生費
81,4870.2107,42675.90.3188,9135.労働費

0.9 △ 2,8H496,236△ 0160.9493,4256.農林水産業費
0.5 △  19,324△ 7.7 249,4270.4230,1037.商工費

712,14214.37,569,96015.1 9.48す 282,1028.土木費
57,9472.81,493,2663.92.81,551,2139.消防費
20,7031005,306,6370。 49.75,327,34010.教育費

9.1 △  307,2264,847,246△ 6.38.34,540,020H.公債費
0.3 00.0 170,0000.3170,00012.諸支出金
0.2 00.0 100,0000.2100,00013.予備費

1,710,000100.053,110,0003.2100.054,820,000歳 出 合 計
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基本理念

子どもが輝く教育のまち

出会 いと学びのまち  くさつ

子どもの生きる力を育む

社会全体で学びを進める

歴史と文化を守り育てる

1.豊かな,いと健やかな体の育成

2.確かな学力の育成

3.教職員の指導力の向上

4.学校経営の充実

5.教育環境の充実

6.家庭・地域での学びの充実

7.生涯学習ロスポーツの充実

8.文化・芸術の振興

9.文化財の保存と活用

４

つ
の
施
策

の
基
本
方
向

学校の教育力を高める
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令不日5年度当初ラ算における新規。拡大等事業
主要施策 (案 )

(単位 :千円)

事務事業名 区分 予算額 担当課

スクール匠SDく さつ推進事業費 継続 5,882 学校教育課

教育情報化推進費 継続 106,962 学校政策推進課

不登校児童生徒支援費 拡大 29,162
児童生徒支援課・

教育研究所

小・中学校大夫見模改修費 継続 263,851 教育総務課

(l反称)新志津運動公園整備費 新規 7,136 スポーツ推進課

わたSHIGA輝く国スポ・障スポ準備費 継続 56,033 スポーツ大会推進室

読書のまち推進費 新規 53,018 図書館・教育総務課

史跡草津宿本陣整備費 継続 8,O05 歴史文イヒ財課

史跡芦浦観音寺跡整備費 継続 31,138 歴史文イヒ財課

資料館整備基本構想策定費 新規 7,802 歴史文イヒ財課
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未来を担う子ども育成プロジェクト
(単位 :手円)

スクールESDくさつ推進費

5,882 5,882

〈事業の概要〉
子どもたちが身の回りの事象を地球規模で考え、他者と協働して身近なことから行動することにより
自己肯定力ややり抜く力、主体性 H探究性B協働性J社会性を養うため、「総合的な学習の時間」を中
心に、地域と学校に共通する課題解決のために、教科で学んだ知識を活用して、地域と協働して学
習する「スクールESDくさつ」プロジェクトを市内小中学校で実施します。

【スケジュール】
令和5年度    モデル校3校での実践と検証
令和5年度～ 6年度 教育委員会にESDアドバイザーを配置し、学校指導および検証分析
令和6年度～12年度 すべての全市立小中学校での実践

【主な内容】
ロモデル校3校によるESDの実践と検証
日各校のテーマに沿つたカリキュラム編成
aSDGsの学びを深めるための立命館大学でのキヤンパス体験
日学校担当者を集めての研修会の開催
Bモデル校による実践報告会の開催
EESDの実践と全国学方E学習状況調査結果の相関分析

第3期草津市教育振興基本計画に掲げる基本方向に基づき、子どもの生きる力を育み、学校の教
育力を高め、社会全体で学びを進めるために本事業を実施します。
令和12年度をゴールに、持続可能な社会の創り手となる人材の育成を図り、各学校が地域の特性
を活かした特色ある学校経営の活性化を図ります。

※ESD=Educadon for Sustainable Deve10pment持 続可能な開発のための教育

く事業の目 日効果〉

ESDモデル校推進費
立命館大学協働事業委託費

その他事務費

ESDア 3,739

1,158

733

252
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未来を担う子ども育成プロジエクト
(単位 :千円)

継続
教育情報化推進費

98,1641,795諸7,003106,962

【
青魚課寧巻ソフトぉょびデジタルドリルソフトの配備

蝉   配備際 守鬱 権を錮

E撃蔑脇 霞雷8擢華共有アプリの導入および学校ホームページヘのCMS導入【新規】

こ基づた
こ活じめジタ

にICT支1髪ド ソジタ :リ

ソフた
た

ン学校だた
ツンンテこ導新た

ツン ンこC ンテページた

の
期2 画計 」「 計 第画化情報 推進市津 教育学校しと て し定 車「 の 計画 策の ヒイ 」 行動教育 情報 めたす用 る別最適と を個るICT機器1 は す人

ム
口 末端 を1レ教′ や材5 は ア令和 年度き

の 置を行員 継続配の な用 びらレ ル トフ 活′ト よお びデ習学協働行つしを直見 ますし―ク環ワ 境を補強め ネ トツるすの 作定動 保を確1の 1人 端末 安で
ム
ロ内し ま また 学校す ペ ミ スレ 化をアの ル化ジタ連の 段絡手地域て 保護者し化 と 学校情の 信報発 強力学校 有を等連絡機能レ 欠席遅刻の , 酉己 能信機ジタ項 アプ :の やト 連絡事りよ 等 Jる めす推進

の 充なるコ 更し化省カ 掲載成事務HP作 をとる ともす入共 プ )をる情報 有アす
ますしアス ム 入を導コ 理管(MSム校ホー学める図実を

を図ります。

た授こ活ソフ

たちこよン

た 校務のデジタ

やプ業し的 用境環 効を 果ど卜な ICT教の 育習学協働1 や 型
日
日日 子電 板黒1 人

ム
口 末端 液

の 実現的働 な学びの 体主 で協的ども子つ と り′ な を行どロ フ レ教育グフ グ 育教 情報モ
りますか 力 育の 成をカ 確 な学るとな 質資 能え 盤で基き生 くつてかれ のら 代時 を しと
の 軽減担負の と実 事務校務信 充発とで情報ペ ー ヾ ス す進 るレ 化 推を化ルま

協働学習ソフト等ライセンス料

学校ICT支援員配置業務委託費

学習者用端末整備費

電子黒板整備費

教育ネットワーク整備費

その他事務費

【校務情報化推進費】

情報共有アプリ
LCMS使用料等

校務用端末整備費

その他事務費
務支援システムリース料

12,054

15,165

18,541

8,501

19,974

8,335

4,010

14,767

4,936

679

(鞍 、緑盛魯～抱域)
構犠発信力強化

情報供給アプI)の導入 学校HPへのCMS導入

(多

協働学習ソフトの活用

蘊 襲
鎮 鍮

更新頻度の向上

・ヨンテンツの充実

マルチデバイスヘの対応
・ュニバーサルデザイン

・学校だよりや連絡事項

のデジタル配信
・欠席、選力1連絡機能等
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未来を担う子ども育成プロジェクト
(単位 :千円)

拡大不登校児童生徒支援費

教育委員会 :尼
:

29,162 210 28,952

識 踊 鶉 郵 :購三必う艶麟 陥 詈書
小学校3校 (各校1人 )に配置します。
また、登校できない児童生徒の学習の機会と、居場所を確保するため、適応指導教室分室を新設

別室で対応できない

児童生徒を支援

場所の選択が可能

通所可能者が増加

学校復帰

社会的自立

学校・他機関との

連携で支援強化

0
やまび

0や まび

学校
登校支援室 (別室 )
小学 v険 3校に
力穏詈こ寧女員を酉こ署韓

1 適応指導教室

します。
児童・生徒

保護者

<事業の目的・効果〉    ―
校内登校支援室 (別室)に加配教員を配置し、子どもたちの学習機会の保障や社会的自立に向け
た支援を充実させることで、不登校児童生徒の減少および教室復帰につなげます。
また、これまで距離的な理由から現在の適応指導教室に通所できない不登校児童生徒に対応する
ため、分室を設置し、不登校児童生徒の学習の機会と居場所を確保し、学校復帰や社会的自立につ

なげます。

― 全 国    県 ― 市  1:ゝ .2    ■2.l

小学校不壁綾 皐 tと rOCO人 皐 ,

工む.O

■40
12.O

五0.0

8_0

60

4ャ0

20

00

,OO

SO_0

SC O

40_9

30.0

と0_0

■00

00

29.ユ

中 学 校 不 登 横 率 (■ ,OoO人 率 )

H:と O    Rと     R2    R3

7_8
と患 主

手.6__

う.4

4ユ
33.生

H29

写

2

9.0

登〕́4

をと、

7.O

―・金国  県 一手 市ヽ

3    34.,

4■ .2

21_ユ

ユ3.6

13,2
虫3.ユ

&夕 ,3

526

7.5

46.6

会計年度任用職員費

(登校支援室加配教員)

グレードアップ連絡協議会

人材派遣委託費
スクTリングケアサポーター派遣費

【適応指導教室】

会計年度任用職員費

(指導員日相談員)

分室テナント使用料

分室ネットワーク構築費

備品購入費

その他事務費

4,139

18,775

内

860

423

2,220

1,370

620

755
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未来を担う子ども育成プロジエクト
(単位 :千円)

継続′lヽ日中学校大規模改修費
〔音委員会

12,478程果       51,000160,30040,073263,851

年数が経過した校舎等の学校施設の改修を計画的に実施するととも
に、検舎の非構

窓ガラス、内外装材等)の耐震対策を行います。

1確章ξ]量を尊彗哲髯与ヨ豆ョ|1予       毛羞
【】卜構造
       部材改修催 約3,294ド、工事監理業務

有羹撻掻テ記ザドユ藤藝催黒がヽ工事監理青務

建築後、相当
造部材 (天丼、

業務
定業務

【    穐謹柔ξ諫
雨覇侵絶裂協纏 新 H予防保全を進めることで教育環境の改善を図るとともに、非構造部材

の耐震 ,

対策を行うことにより、学校施設の安全性を確保します志

非構造部材改修工事費
B監理費

新堂中

グラウシド改修工事費劇監理章
南笠東小
予防改修工事実施設計費

笠縫小

長寿命化改修基本計画策定業務委託費

高穂中

施設保全計画策定業務委託費

17,555

113,053

17,

95,392

3,960

5,289

11 011

トイレ改修工事費口監理費

中

<参考>令和 4年度 松原中学校校舎棟トイレ改修工事

号
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地域の支え合い推進プロジ土クト
(単位 :千円)

新規(仮称)新志津運動公園整備
― ツ

7,1367,136

く事業の概要〉             _
平成30年 3月 に供用開始した新クリーンセンターの整備にあたり、志津運動公園グラウンドをその
建設用地としたため、志津運動公園グラウンドの代替施設として新たにグラウンドの整備を実施する
ための基本計画を策定します。

【令和6年度以降の予定】
地形測量 E用地測量 E用地買収・基本設計H実施設計・

整備工事ほか

【志津運動公園グラウンド(平成27年 11月 30日 廃止)の概要】
整地面積 約17,000ド
主な利用 ソフトボール、野球、サッカ〒等
主な設備 夜間照明、管理棟、トイレ〔駐車場

【主な内容】
L整備基本計画の策定
電車津市スポーツ推進審議会の開催

く事業の目的・効果〉
新クリーンセンターの整備にあたり建設用地とした志津運動公園グラウンドの代替施設を整備する
ことで、本市のスポーツ環境の充実を図ります。

平成27年廃上の志津運動公園グラウンド

計画策定にかかる審議会運営費

その他事務費

6,436

333

367

-18-



地域の支え合い推進プロジエクト
(単位 :千円 )

継続費わたSHIGA輝く国スポロ障ス
ス ラi育委員会

56,033
56,033

取り組みます。
また、駐車場確保のため、競技会場に隣接する車津川跡地に暫定駐車場を整備

します。

1浪脇 締 鶏 鮒 浅解
中 /

<公開競技>
バウンドテニス(全種別)

ゎた建撫肇始 癬恐雪ス吹臭

【要冴翌電型弓離 橿罵g語聖
B下守】

によベ ンにわたに開
どにンタ

る卜開催イ年度5 はて 琴口
△
可1け向「 く スポ 」障スポの HS IGA輝 国7 催年和

▲
可』

のレ ル
ロ
口口 設営設計な等物レの イア や卜 必要な仮設物か 等 ウほ 競技会場矢田啓発活動の周

ぽ 脳 鍵 酪 殻 壁 霧な妄雑 斃 講 凝 建宅嚢霙兵脇 評 戦 鋼 湘

イ
雛 報審奪蓄紫七麿蒸誌するための暫定駐車場を車津川跡地に整備し、スムーズな大会運営

を図

ります。

草津市実行委員会負担金

技施設周辺駐車場整備費

(野村町 J下笠町地先)

13,933

42,100

H・漑国の感動 未来へつなぐ

わたSHIGA輝く

キャッフイー・たび丸・チヤツフ/―

園スポ・障スポ
2925
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未来を担う子ども育成プロジェクト
(単位 :千円)

新規書のまち推進費

53,01853,018

〈事業の概要〉
令和4年度の南草津図書館開館20周年に続き、令和5年度の図書館 (本館)開館40周年記念を
迎えるにあたつて、より多くの市民に図書館を活用いただけるよう絵本日児童書コーナーのリニューア

ルや読書空間の確保等を行うとともに、図書館アプリの導入や小中学校日就学前施設等との連携強
化に取り組み、市域全体での読害推進事業を実施します。

【主な内容】
<草津市立図書館開館40周年記念事業>
ロセレモニーや記念講演会の開催
日図書館 (本館)の絵本・児童書コーナーのリニュTアル
<図書館の魅力向上事業>
R読審空間と学習スペースの整備
日図書館アプリの導入
<読書活動啓発事業>
H小中学校の児童生徒向け読書ポイント事業
B移動図書館による学校巡回
日学校図書館の図書充実
日就学前施設連携事業

抑 メ効果〉   〒                 ´

老若男女問わず、より多くの市民に活用され親しまれる図書館の具現化を目指します。

特に、子どもの読善推進は、豊かな心と確かな学力を育むことにつながることから、幼児期から学

齢期において、読善に親しめる機会を増やす事業を実施することで、昨今増加傾向にある不読率の

低減に努めます。

本・児童書コーナーリニユーアル費

読善空間E学習スペース整備費

図書館アプリ導入費

書ポイント事業費

動図書館推進費 (車両購入等)

小中学校J就学前施設連携事業費(図書簾入等)
6,066

)40周 1,532

9,935

24,902

1,705

1,720

7,158
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にぎわい・再生プロジェクト
(単位 :千円)

継続草津宿本陣整備費
碕 委 員会

563242繰3,2008,005

ある車津宿本陣は、平成元年度以降の大規模な保存整備
工事を経て、現在、一般

痕朧理格対罵嶽藉腿春野選覇蔀躇i麗認聯捕礫瑞緒と
国指定史

関する実施設計を行います。

聰 智平謬署需姦肇会の開催

ためこ進
の

基整備るめ滑円整備の をつ そ1 で りあ本跡車津宿史 ますし活と公開 を推進用整の 備し あカ 史跡る魅び基よ計本 お画

史跡整備懇話会運営費等

7,128

877
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にぎわい・再生プロジェクト
(単位 :千円)

継続史跡芦浦観音寺跡整備費

教育委員会

3,55031,138 10,039 6,000 繰    11,549

〈事業の硼霞チ
~

「史跡芦浦観音寺跡整備基本計画」および令和4年度に作成した実施設計に基づき、境内北西部
の造成工事を行うとともに、境内全体の植栽の伐採および倉の修理に関する実施設計を行います。
また、所有者が実施する老朽化した国の重要文化財建造物の保存修理の支援を行います。

【主な内容】          ヽ ‐
史跡整備
B境内北西部の造成工事
E植栽の伐採および倉の修理に関する実施設計
重要文化財保存修理
口重要文化財建造物観音寺阿弥陀堂の屋根葺替に対する支援

【スケジュール】
史跡整備
B令和5～ 0年度 :建造物整備、防災設備整備等
重要文化財保存修理への支援
日令和6年度 :阿弥陀堂修理工事
H令和6年度 :書院修理工事

〈事業の目的日効果〉
本史跡の特色である「中近世の城郭を思わせる寺院」としての景観を顕在化する史跡整備を進め、
貴重な歴史資産である本史跡を保存日継承し、学びや憩いの場、さらには観光資源として活用するこ

とで、まちの活性化を図ります。

重要文化財 観音寺阿弥陀堂

実施設計費

史跡整備懇話会運営費等

環境整備費 (除車等)

重要文化財整備補助金

76

6,011

13,333

6,829

4,202
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にぎわい口再生プロジエクト
(単位 :千円 )

新規
資料館整備基本構想策定費

2,3135,489
7,802

る曇謡          と建協型
の歴史文化

【
再轟覇憂ヨ萱て言菫望環≧芽 |の1奮

的な方向性
日展示テーマ、展示資料 など

構想の策定
催

こ継承
こ関す

し世文歴史 を後化の豊かな本市
公 活用す展の 不 開歴史る 産資

【主な内容】
H整備基本
・審議会開

籐 学!普黙寮誓環覇堅喜縄鑑呟全Eた【す綿 銹環色ヒε岳憲残
の活性化を図ります。

審議会運営費等

草津のサンヤレ踊り芦浦観音寺

信仰の歴史文化に

信し、次世代へ守り、

7,480

322■信仰の歴史文化

地域の人々の信仰と故郷を愛する思い

によつて守り伝えられてきた信仰の歴史文

化が現在も受け継がれています。
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令和 5年度当初予算

般 会 計 予 算

(教 育 費 )

(単位 :千円)

令和 5年 2月 15日 開催

定例教育委員会資料
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10款

項 )

)

(

教育費

1`教育総務費

目
本 年 度
予 算 額

前 年 度
予 算 額

'ヒ

       柑父

節

事 業 名
区  分 金  額

1教育委員会
費

2,502 2,507 △ 5 1報酬

8報償費

9旅費

10交際費

11需用費

14使用料及び
賃借料

19負担金補助
及び交付金

1,930

40

46

80

23

50

333

委員会運営費

計

2事務局費 424,460 399,200 25,260 1報酬

2給料

3職員手当等

4共済費

8報償費

9旅費

11需用費

12役務費

14使用料及び
賃借料

19負担金補助
及び交付金

33,640

162,611

151,824

71,984

59

1,886

1;722

130

495

109

職員費

事務局運営費

計

3教育指導費 463,303 479,769 △    16,466 1報酉州

3職員手当等

4共済費

8報償費

9旅費

11需用費

12役務費

13委託料

14使用料及び
賃借料

212,087

21,325

25,952

9,613

8,860

4,189

4,030

82,609

68,034

通学区域審議会運
営費

特別支援教育推進
費

展覧会等開催費

教育研究活動推進
費
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] 金   額

左 の 財 源 内 訳

説   明特 定 財 源
一 般 財 源

国 県 支 出 金 そ の 他

2,502

2,502 0 0

2,502

2,502

◆教育委員会運営費 2,502

371,456

53,004

424,460 0 0

371,456

53,004

424,460

◆一般職員費 (事務局費 ) 371,456

~53,004
◆教育委員会事務局運営費

138

371382

556

22,128

国

県

6,344

9,700

138

21,288

556

22,128

◆通学区域管理事務費 138

◆教育支援委員会運営費

◆特月ll支援教育運営費

◆インクルーシブサポーター配置費

434

960

◆医療的ケア支援員配置費

◆青少年美術展覧会開催費

◆科学発表展覧会開件費

◆スクールЁSpく さつ推進事業費

le,082

19,856

529

27

5,882

-27-
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(款)10 教育費
(項) 1 教育総務費

|

|

|

目
度
額
年
算
本
予

度
額
年
算
一則
予

,ヒ       較

節

事 業 名
区  分 金  額

18備晶購入費

19負担金補助
及び交付金

11,321

15,283

教職員研修費

生徒指導推進費

体験学習推進費

管理運営指導費

地域協働合校推進
費

学力向上推進費

学事管理運営費

教育情報化推進費

就学前教育支援費

学校支援対策推進
費

児童生徒支援費
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訳左 の 財 源 内

特 定 財 源
一 般 財 源

そ の 他国 県 支 出 金

金   額

◆子ども読書活動推進費       14,966

◆占ミユニテイ・ス々 ―ルくさつ推進費
1,280

◆教職負研修費            191
◆中学校生徒指導主事活動推進費  44,559

◆生徒指導推進事務費         617

◆体験実践活動推進費        3,982

◆学校運営支援費          4,000

◆学生ボランティア派遣事業費     267

◆スクール:サポート・スタツフ配置事青軍亮

◆地域協働合校推進費        8,233

◆学力向上重点事業推進費

◆学校教育支援教員配置費

◆授業充実加配教員配置費

◆英語教育推進事業費

◆中学校文化都活動推進費

◆学事管理事務費

◆学校基本調査費

◆学校 ICT推進費

◆校務情報化推進費

◆ことばの教室運営費

◆学校問題相談支援費

◆学校支援対策充実費

不登校児童生徒支援費

◆学びの教室開催費

◆教室アシスタント配置費

◆小 1学びの基礎育成事業費

◆児童通学支援費

◆外国人児童生徒教育支援費

5,422

5,422

10,433

54,372

756

8,608

709

12,923

74,032

9,803

19,191

405

6,380

41

82,570

24,392

20,067

3,276

115,949

2,052

6,785

98,164

76,870

191

45,176

20,067

8,488

82

5,481

繰    1,614

1,795

21540

諸

諸

4,567

41

7,003

210

県

県

国

県

198県

県

　
県

3,900

1,976

115,949

106,962

8,238

6,826

79,608

191

45,176

3,982

7,457

20,067

8,698

-29-
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(款)10 教育費
(項).1 教育総務費

節

事 業 名
金
′
額

目
度
額
年
算
本
予

度
額
年
算
前
予

,ヒ      較
区  分

計

17,998

18,338

6,846

2,488

62

730

9,088

20,481

25

同和教育指導推進
費

計

職員費76,056 49,084 26,972 2給料

3職員手当等

4共済費

8報償費

9旅費

11需用費

13委託料

15工事請負費

19負担金補助
及び交付金

4同和教育指
導費

21,336

3,955

4,084

220

900

31585

628

7,463

2,889

1,030

620

12

教育研究所運営費

教育相談支援運営
費

教育振興推進費

計

5教育研究所~費 ~~~~ 46,722 35,871 10,851

3職員手当等

4共済費

8報償費

9旅費

11需用費

12役務費

13委託料

14使用料及び
賃借料

15工事請負費

18備品購入費

19負担金補助
及び交付金

1報酬

1,013,043 966,431 46,612計
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金   額

左 の 財 源 内 訳

説   明特 定 財 源
一 般 財 源

国 県 支 出 金 そ の 他

463,303 33,989 5,949 423,415

◆児童生徒支援事務費        2,556

◆不登擦支写
フリースクー

|レ

利用助
F費 2,174

◆一般職員費 (同和教育指導費)

●高校生等人権教育活動費

43,182

271

2,594

29,481

528

自主活動学級開設費

◆同和教育指導推進事務費

◆人権教育推進費

◆教育研究所運営事務費

◆教育研究所指導員配置費

不登校児童生徒支援費

◆やまびこ教育相談室運営費

不登校児童生徒支援費

◆学校問題サポー トチーム運営費

◆講座開設費

◆教育調査研究費

◆スキルアップアドバイザー配置費

9,185

6,291

6,291

17,449

17,449

1,988

191

191

11,427

43,182

32,874

76,056

県 528

528

繰

債

2,000

22,200

24,200

43,182

8,146

51,328

15,476

19,487

11,809

46,722 0

使

諸

債

3

12

2,600

2∫ 615

12,861

19,437

11,809

44,107

1,013,043 34,467 32,764 945,812
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(款)10 教育費
(項) 2 小学校費

目
本 年 度
予 算 額

前 年 度
予 算 額

,ヒ       車交

節

事 業 名
区  分 金  額

1学校管理費 461,634 286,012 175,622 9旅費

11需用費

12役務費

13委託料

14使用料及び
賃借料

15工事請負費

18備品購入費

19負担金補助
及び交付金

6

236,595

13,915

38,315

67,999

91,678

13,108

18

小学校管理運営費

小学校施設維持管
理費

計

2教育振興費 75,582 68,700 6,882 11需用費

14使用料及び
賃借料

18備品購入費

20扶助費

7,098

547

15,045

52,892

小学校教材設備充
実費

小学校就学援助費

計

3学校建設費 123,049 424,171 △   301,122 13委託料

14使用料及び
賃借料

15工事請負費

34,168

43

88,838

小学校建設事業費

計

計 660,265 778,883 △   118,618

(款)10
(項 )

教育費

3 中学校費

1学校管理費 266,415 128,157 138,258 11需用費

12役務費

13委託料

14使用料及び
賃借料

111,866

6,511

20,657

7,379

中学校管理運営費

中学校施設維持管
理費
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左 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源

そ の 他国 県 支 出 金

金   額

◆小学校管理運営費

◆小学校施設維持管理費

54,843

406,791

54,842

318,383

373,225

1

15,000

44

59,200

74,245

諸

繰

諸

債

国    14,164

14,164

54,843

406,791

461,634

◆小学校教育教材整備費

義務教育教材整備費

図書整備費

読書σ)ま ち推進費

◆児童就学援助費

◆小学校特別支援教育就学奨励費

22,143

13,993

6,650

1,500

42,461

10,978

12,143

47,864

60,007

繰   10,000

10,000

5,575

5,575

国

22,143

53,439

75,582

◆小学校大規模改造費

小学校大規模改修費

123,049

123,006

6,586

6,586

24,000

78,500

繰
　

債

国    13,963

13,963

123,049

123,049

439,818186,74533,702660,265

28,975

237,440 国   15,119 繰
　
諸
　
債

21,000

1

80,200

28,975

121,120

◆中学校管理運営費

◆中学校施設維持管理費

中学校大規模改修費

28,975

237,440

17,555
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(款)10
(項 )

教育費

中学校費3

節

金  額
目

度
額
年
算
本
予

度
額
年
算
前
予

,ヒ      宅交
区  分

事 業 名

15工事請負費

18備品購入費

113,305

6,697
計

11需用費

14使用料及び
賃借料

18備品購入費

20扶助費

2教育振興費

|

|

|

|

57,831 4,45762,288 3,663

365

10,276

47,984

3学校建設費 135,0101 24, △    10,015 14,742

110,253

13委託料

15工事請負費

320,998計 1 45缶 6981 132,700

中学校教材設備充
実費

中学校就学援助費

計

中学校建設事業費

計

職員費

幼稚園運営費

(款)10
(項 )

教育費

4 幼稚園費

139,517

333,894

222,495

118,885

1,208

7,637

39,716

3,716

66,618

8,033

1幼稚闘費

3職員手当等

2,114

2459 1 3 1 7 △48,

4 共済費

1

2

58, 酬
　
料

報
　
給

13委託料

14使用料及び

8報償費

9旅費

需用費

12役務費

賃借料

15工事請負費
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左 の 財 源 内 訳

金   額

13,989

特   定   財 源

他

説    明

26

一 般 財 源

国 県 支 出 金 そ の

15,119 150,095

7,836

45,067

3,282 52,9031

20,200 窮鵞

1債

20,200

38,6011 205,7041     209,393

26,073

47   504,502◆一般職員費 (幼稚園費)

401,734◆認定こども園運営支援費

|◆認定こども園管理運営費

:◆認定こども園指導研修費

◆中学校教育教材整備費

義務教育教材整備費

図書整備費

読書のまち推進費

◆生徒就学援助費

◆中学校特別支援教育就学奨励費

中学校大規模改造費

中学校大規模改修費

◆中学校校舎等整備費

繰
13,939

7,714

5,225

1,000

42,543

5,806

123,290

123,290

1,705

506,334

250,897

52,740

1,826

641

212

700

４

　
　
　
　
　
　
　
　
６

９

　

　

　

　

　

　

８

４

　

　

　

　

　

　

８

282

74,400

5

国
3

99124 6

453,698

506,334 国

県

国

県

44

1

8,556

5

使
　
　
　
使
　
諸

◆認定こども園ステップアップ1進
費
 1,

◆特別支援教育推進費        8,

◆認定こども園保健推進費     46,

堡買響雙警
設等における医療的ケア[

暑異響
社施設等における感染症

1奮 4, 0

101,201
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(款)10 教育費
(項) 4 幼稚園費

計

幼稚園教育振興費

職員費

社会教育推進費

文化振興費

計

(款)10
(項 )

教育費

社会教育費5

節
度
額
年
算
前
予

事 業 名目
度
額
年
算
本
予

'ヒ

       竜交
区  分 金  額

18備品購入費

19負担金補助
及び交付金

20扶助費 44

3,592

603

2教育振興費 261,508 16,500

260,274

計   i  l,226,080

20扶助費

1報酬

3職員手当等

4共済費

2,091

342

354

14,94719負担金補助
及び交付金

1,267,825 △   41,7451

|

４

　

　

８

　

　

９

　

　

１

　

　

２

　

　

３

4,174

37,937

29,154

±2,948

1,365

326

1,923

1,483

149,740

3職員手当等

2 8 △400, 408,

費
　
費

済
　
償
　
費

共
　
報
　
旅

費
．
料

務
　
託

役
　
委

1社会教育総
務費

8,66311報酬

12給料

需用費

-36-
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左 の 財 源 内 訳

◆預かり保育事業費        17,620

攀量響
和三加E設等における感染,こ対策

2,400

◆就学前教育サポー ト事業費      773

◆認定こども園給食事業費     61,529

一 般 財 源
金 額 説    明特   定

国 県 支 出 金

源

他の

財

そ

906,23626,23915,597948, 072

278,008 国   115,723

垢ミ       75,964

278,008 191,687

1,226,080, 207,284

3,961

繰   12,000 74,321

38,239      980,5571

◆私立幼稚園運営推進費       3,67耳

◆施設等利用給付費         84,100

◆他自治体広域入所運営費      3,356

◆民間幼稚園・認定こど
,園
運営費
 186,877

保育体制強化補助金        405

響異響
社施設等における感染症

1策  150

驀覇雲
(体調不良児対応

科
):己置費

4,492

74,321

７

　

　

５

74,766◆ 一般職員費 (社会教育総務費)

2,042◆ 社会教育推進事業費

|◆学習ポランテイテ推進費

◆家庭教育推進費

◆子ども読書活動推進費

12,423◆ 市美術展覧会開催費

:◆市民文化芸術活動支援事業費

|◆俳句のまちづくり事業費

1,814◆ 20歳のつどい開催費

78,727

1,555

130

486

54

2,393

9,855

375

1,727

０
０
　
　
　
　
っ
わ

814
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(款)10
(項 )

教育費

社会教育費5

目
本 年 度
予 算 額

前 年 度
予 算 額

,ヒ       車支

節

事 業 名
区  分 金  額

14使用料及び
賃借料

15工事請負費

18備品購入費

19負担金補助
及び交付金

880

155,133

4,812

342

文化施設管理費

計

2社会同和教
育費

22,582 18,581 4,001 1報酬

3職員手当等

4共済費

8報償費

9旅費

11需用費

12役務費

13委託料

14使用料及び
賃借料

18備品購入費

19負担金補助
及び交付金

8,233

1,511

1,531

556

542

2,577

1,108

4,802

357

373

992

社会同和教育研究
大会等開催費

社会同和教育推進
費

社会教育関係団体
活動促進費

計

3図書館費 307,960 235,583 72,377 1報酬

2給料

3職員手当等

4共済費

8報償費

9旅費

11需用費

12役務費

13委託料

14使用料及び
賃借料

15工事請負費

55,361

36,342

36,130

21,618

1,070

2,809

29,937

5,578

15,987

10,649

39,042

職員費

管理運営費
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金   額

左 の 財 源 内 訳

説   明特 定 財 源
一 般 財 源

国 県 支 出 金 そ の 他

304,823

400,212

国 6,400

10,544

繰

諸

債

20,000

601

67,500

88,301

210,322

301,367

◆青年国際交流事業費

◆三ツ池計画予定地管理費

◆文化ホール管理運営費

草津アミカホール施設保全整備費

87

190

304,633

29,100

866

21,156

560

22,582 0

諸 624

624

866

20,532

560

21,958

◆女性集会開催費

◆青年集会開催費

◆同和教育推進協議会活動費

◆社会同和教育推進者研修事業費

◆同和問題市民講座開設費

◆社会同和教育啓発費

◆社会同和教育推進事務費

◆各種研究会参加費

◆人権・同和教育研究大会開催費

◆社会教育関係団体活動費補助金

406

460

1,034

632

342

1,748

16,094

207

1,099

560

74,519

233,441 国       11,100 使

繰

諸

債

720

1,000

148

12,500

74,519

207,973

◆一般職員費 (図書館費)

◆図書館施設管理費

読書のまち推進費

◆図書館運営費

読書のまち推進費

◆南車津図書館施設管理費

読書のまち推進費

◆南草津図書館運営費

74,519

49,790

26,748

101,082

21,391

37,054

2,379

45,515
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(款)10 教育費
(項) 5 社会教育費

目
本 年 度
予 算 額

前 年 度
予 算 額

'ヒ

       車攻

節

事 業 名
区  分 金  額

18備品購入費

19負担金補助
及び交付金

41,803

11,634

計

4 文化財保護
費

259,569 279,948 △    20,379 1報酬

2給料

3職員手当等

4共済費

8報償費

9旅費

11需用費

12役務費

13委託料

14使用料及び
賃借料

15工事請負費

18備品購入費

19負担金補助
及び交付金

52,796

39,252

34,294

16,961

1,226

1,908

8,971

1,475

52,058

38,780

5,109

649

6,090

職員費

文化財調査費

開発関連遺跡調査
費

史跡草津宿本陣保
存整備費

史跡野路小野山製
鉄遺跡保存整備費

文化財保護推進費

史跡草津宿本陣管
理運営費

草津宿街道交流館
運営費

史跡芦浦観音寺跡
保存整備費

計

5青少年対策
費

32,333 32,232 101 1報酬

3職員手当等

4共済費

8報償費

9旅費

17,213

3,098

3,243

2,352

378

青少年対策費

,40-



左 の 財 源 内 訳

特 定 財 源 ユ 般 財 源
そ の 他国 県 支 出 金

金   額

282,492

説    明

14,3680011,1307,960

84,312

7,647

8,005

24,0311県

31,138

259,569

3,750

1,875

19,708

諸
　
繰
　
　
　
諸
　
　
繰
　
債
　
繰
　
　
繰
　
諸

使

諸

使

諸

債

繰

４

　

　

８

８

　

　

９

83,428

1,084

563 ◆史跡草津宿本陣整備費 8,005

◆史跡望予路小野山製鉄遺跡整備費   1,937

◆一般職員費 (文化財保護費)

◆埋蔵文化財発掘調査費

◆未指定文化財調査費

◆宅地開発等関連遺跡発掘調査費

◆文化財保護助成費

◆文化財保護審議会運営費

◆文化財保護推進費

◆歴史資料管理費

資料館整備基本構想策定費

◆文化財普及啓発費  .

◆史跡車津宿本陣管理費

◆草津宿街道交流館運営費

◆史跡声浦観音寺跡整備費

◆重要文化財整備助成費

◆青少年育成活動費

◆青少年対策推進費

◆少年センター管理運営費

84,312

7;500

147

71,513

1,778

184

6,418

8,406

7,802

1,601

24,031

12,599

26,936

4,202

9,468

272

22,593

国

　

県

国 4,000 ２

　

０

　

６

　

　

　

３

　

０

４

　

〇

　

一ｂ

　

　

　

３

　

３

6

Ｏ
Ｏ
　
　
　
　
　
　
　
つ
る

一ｂ

　

　

　

　

６

1

4

６

　

　

４

　

　

０

　

　

６

８

　

　

０

　

　

５

　

　

０

44

599

20,547

10,743

lo,039繰国

40

11,549

6,000

107,741

Ｅ
υ
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
つ
る32,

3

20,742333 4,県 9

-41-

教育費



(款)10
(項 )

教育費

社会教育費5

目
本 年 度
予 算 額

前 年 度
予 算 額

ケヒ       車莞

節

事 業 名
区  分 金  額

11需用費

12役務費

13委託料

14使用料及び
賃借料

19負担金補助
及び交付金

1,220

134

983

744

2,968

計

計 1,022,656 975,219 47,437

(款)10 教育費
(項) 6 保健体育費

1 保健体育総
務費

755,411 704,259 51,152 1報酬

2給料

3職員手当等

4共済費

8報償費

9旅費

11需用費

12役務費

13委託料

14使用料及び
賃借料

15工事請負費

18備品購入費

19負担金補助
及び交付金

28繰出金

37,571

27,581

28,907

11,291

2,667

1,874

5,716

1,431

23,112

1,426

42,500

613

63,732

506,990

職員費

スポーツ推進費

市民スポーツ大会
推進費

市民スポーツ団体
活動支援費

-42-



金   額

左 の 財 源 内 訳

説    明特 定 財 源
一 般 財 源

国 県 支 出 金 そ の 他

32,333 4,940 6,651 20,742

1,022,656 46,292 217,685 758,679

65,552

65,466

8,722

27,145

国 1,000

65,552

65,466

7,722

27,145

◆一般職員費 (保健体育総務費)  65,552

◆スポーツ推進審議会運営費      67

◆ス米―ン推進委員活動推進費    5,909

◆各種大会出場者激励金       1,029

◆大規模大会開催費         58,426

峯穐暑
HIG今拝く国スポ・障ス嗚6,033

◆スポーツ推進計画費          35

◆市民スポーツ大会開催費補助金    ?52

心県民スポーツ大会等出場支援o助全 1,460

◆駅伝競走大会 Fォ月催費補助金      550

◆チャレンジスポーツデー開催費1助
金
2,955

◆各種大会負担金           255

◆各種大会補助金          2,550

◆スポーツ協会事業費補助金     17,431

◆スポーン少年団育成費        210

◆総合型地
Ⅲ
スポーツクラブ補助金

  9,054
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(款)10
(項 )

教育費

保健体育費6

日
本 年 度
予 算 額

前 年 度
予 算 額

,ヒ       車交

節

事 業 名
区  分 金  額

学校体育施設開放
推進費

学校体育推進費

学校保健推進費

学校安全推進費

学校給食センター

特別会計繰出金

計

2体育施設費 196,187

,

293,022 △   96,835 1報酬

8報償費

9旅費

11需用費

13委託料

14使用料及び
賃借料

15工事請負費

19負担金補助
及び交付金

325

20

30

384

72,104

12,373

110,941

10

社会体育施設管理
運営費

社会体育施設整備
事業費

計

計 951,598 997,2sl △   45,683

-44-



金   額

左 の 財 源 内 訳

説   明特 定 財 源
一 般 財 源

国 県 支 出 金 そ の 他

5,810

10,530

49,820

15,376

506,990

755,411

垢尊       3,277

県 146

県 186

4,609

前旨       4,439

諸        5,438

9,877

1,371

7,253

49,674

9,752

506,990

740,925

◆各種スポーツ団体活動支援費

◆学校体育施設開放推進費

450

5,810

8,553

li 977

22,543

18,815

1,802

1,342

1,009

4,309

◆中学校体育推進費

◆小学校体育推進費

◆校医等配置費

◆児童・生徒等健康診断費

◆就学時健康診断費

◆学校環境衛生管理費

◆学校保健推進事務費

◆学校保健推進養護教諭配置費

◆日本スポーツ振興センター負担金
11,687

1;704

280

1,147

558

◆通学路対策費

◆地域ぐるみの学校安全推進費

◆児童・生徒安全対策費

◆学校災害賠償補償保険料

◆学校給食センター特別会計繰出金
506,990

189,051

7,136

196,187 0

繰

諸

債

7,090

11,396

79,200

97,596

91,455

7,136

98,591

◆社会体育施設管理運営費 189,051

◆社会体育施設整備事業費

(仮称)新志津運動公園整備費

7,136

7,136

951,598 4,609 107,473 839,516
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議第 4号

地方教育行政の組織及び運営に関する法律第29条の規定により教育委員会
の事

務に関する議案について意見を市長に申し出るにつき議決を求める
ことについて

上記の議案を提出する。

令和 5年 2月 15日

草津市教育委員会

教育長 藤田 雅也
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地方毅育行政の組織及び運営に関する法律第 29条の規定により教育委員会の

事務に関する議案について意見を市長に申し出るにつき議決を求めることにつ

いて

令和 5年度草津市学校給食センタ▼特別会計予算に対する意見を市長に申し出るに

つき、地方教育行政の組織及び運営に関する法律 (昭和 31年法律第 162号 )第 29

条の規定に基づき、本委員会の議決を求める。

言己

意見  特になし
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令和 5́年度当初予算

学校給食センター特別会計予算

(単位 :千円)

令和 5年 2月 15日 Fォロ催

定例教育委員会資料
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)

金   額

左 の 財 源 内 訳

説   明特 定 財 源
一 般 財 源

国 県 支 出 金 そ の 他

37,816

1,096,884

1,134,700 0

諸   627,701

627,701

37,816

469,183

506,999

◆
蓬警警暴
費 (給ィ・学校給食センタ

ー
移,816

◆小学校給食材料購入費      410,916

◆小学校給食管速運営費      273,949

◆中学校給食材料購入費      P15,517

◆中学校給食管理運営費      196,502

1,134,700 0 627,701 506,999
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議第 5号

地方教育行政の組織及び運営に関する法律第29条の規定tどより教育委員会の事

務に関する議案について意見を市長に申し出るにつき議決を求める
ことについて

上記の議案を提出する。

令和 5年 2月 151日

草津市教育委員会

教育長 藤田 雅也
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地方教育行政の組織及び運営に関する法律第 29条の規定により教育委員会の

事務に関する議案について意見を市長に申し出るにつき議決を求めることにつ

いて

草津市個人情報保護法施行条例案に対する意見を市長に申し出るにつき、地方教育行

政の組織及び運営に関する法律 (昭和 31年法律第 162号 )第 29条の規定に基づき、
本委員会の議決を求める。

記

意見  特になし         、
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草津市個人情報保護法施行条例

(趣旨)

第 1条  この条例は、個人情報の保護に関する法律 (平成 15年法律第 57号。以下
「法」

という。)の施行に関し必要な事項を定めるものとする。

(定義)

第 2条  この条例において使用する用語は、法および個人情報の保護に関する法律施行

令 (平成 15年政令第 507号 )において使用する用語の例による。

2 この条例において「実施機関」とは、市長、教育委員会、選挙管理委員会、公平委

員会、監査委員、農業委員会、固定資産評価審査委員会およ
び財産区をいう。

(費用の負担)

第 3条

する。

法第 89条第 2項に規定により納付しなければならない手数料の額は、無料と

2 法第 87条第 1項の規定により保有個人情報が規定されている文書の写しの交付

を受ける者は、当該写しの作成および送付に要する費用を負担
しなければならない。

(審議会への諮問)

第 4条 実施機関は、次の各号のいずれかに該当する場合において、個人情報の適正な

取扱いを確保するため専門的な知見に基づく意見を聴く
ことが特に必要であると認

めるときは、草津市情報公開
。個人情報保護審議会設置条例 (平成 24年車津市条例

第 23号)第 1条に規定する草津市情報公開 。個人情報保護審議会 (以下
「審議会」

という。)に諮問することができる。

(1)こ の条例の規定を改正し、または廃上しようとする場合

(2)法第 66条第 1項の規定に基づき講ずる措置の基準を定めようとする場合

(3)前 2号に掲げる場合のほか、実施機関における個人情報の取扱いに関する措置

について、運用の方法を定め、または変更しようとする場合

(運用状況の公表 )

第 5条 市長は、毎年度、実施機関における法およびこの条例の運用状況を取りまとめ、

これを公表するものとする。

(委任 )

第 6条  この条例に定めるもののほか、法およびこの条例の施行に関し必要な事項は、

実施機関が定める。

付 則
(施行期日)

第 1条  この条例は、令和 5年 4月 1日 から施行する。

(草津市個人情報保護条例の廃止)

第 2条 草津市個人情報保護条例 (平成 18年草津市条例第 1号)は、廃止する。

(経過措置)
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第 3条 次に掲げる者に係る前条の規定による廃止前の草津市個人情報保護条例 (以下
「旧条例」という。)第 3条第 2項の規定による職務上知り得た旧条例第 2条第 1号

に規定する個人情報 (以下「旧個人情報」という。)をみだりに他人に知らせ、もし

くは不当な目的に使用してはならない義務または旧条例第 9条第 4項の規定による

その業務に関して知り得た旧個人情報を正当な理由なく他人に知らせ、もしくは不当

な目的に使用してはならない義務については、この条例の施行後も、なお従前の例に

よる。

(1)こ の条例の施行の際現に旧条例第 2条第 3号に規定する実施機関 (以下 「旧実

施機関」という。)の職員である者またはこの条例の施行前において旧実施機関の

職員であった者のうち、この条例の施行前において旧個人情報の取扱いに従事して

いた者

(2)こ の条例の施行前において旧実施機関から旧個人情報の取扱いを伴う業務の委

託を受けた業務に従事していた者

(3)こ の条例の施行前において指定管理者が管理する公の施設の管理の業務に従事

していた者

2 この条例の施行の日 (以下「施行日」という。)前に旧条例第 14条第 1項もしく
は第 2項、第 28条第 1項もしくは第 2項または第 36条第 1項もしくは第 2項の規

定による請求がされた場合における旧条例に規定する自己を本人とする保有個人情

報の開示、訂正および利用停止については、なお従前の例による。

3 施行日前に旧条例第 42条第 1項の規定により審議会に諮問がされた場合におけ
る旧条例に規定する調査審議については、なお従前の例によるc

4 この条例の施行の際現に審議会の委員である者またはこの条例の施行前において

審議会の委員であつた者に係る1日条例第47条第 2項の規定による職務上知り得た

秘密を漏らしてはならない義務については、この条例の施行後も、なお従前の例によ

る。

5 次に掲げる者が、正当な理由がないのに、この条例の施行前において旧実施機関が

保有 していた個人の秘密に属する事項が記録された旧条例第 2条第 4号に規定する

保有個人情報 (以下「旧保有個人情報」という。)を含む情報の集合物であつて、一

定の事務の目的を達成するために特定の旧保有個人情報を電子計算機を用いて検索

することができるように体系的に構成したもの (その全部もしくは一部を複製し、ま

たは加工したものを含む。)を この条例の施行後に提供したときは、2年以下の懲役

または 100万円以下の罰金に処する。
(1)こ の条例の施行の際現に旧実施機関の職員である者またはこの条例の施行前に

おいて旧実施機関の職員であった者

(2)第 1項第 2号に掲げる者

(3)第 1項第 3号に掲げる者
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6 前項各号に掲げる者が、その業務に関して知り得たこの条例の施行前において旧実

施機関が保有していた1日保有個人情報をこの条例の施行後に自
己もしくは第二者の

不正な利益を図る目的で提供し、または盗用したときは、1年以下
の懲役または50

万円以下の罰金に処する。

7 1日 条イアll第 9条第 3項の委託または管理の業務を行う法人 (法人でな
い団体の代表者

または管理人の定めのあるものを含む。以下この条において同
じと)の代表者もしく

は管理人または法人もしくは人の代理人、使用人その他
の従業者であつた者が、その

法人または人の業務に関し、前2項の違反行為をしたときは、行為者を罰するほ々 、`

その法人または人に対しても、各本項の罰金刑を科する。

8 第 4項の規定によりなお従前の例によることとされた義務に違反して秘密を漏ら

した者は( 1年以下の懲役または 50万円以下の罰金に処する。

第4条 付則第2条の規定により1由条例の規定がその効力を失う前にした連反行為の

処罰については、その失効後も、なお従前の例による。
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議第 6号

地方教育行政の組織及び運営に関する法律第 29条の規定により教育委員会
の事

務に関する議案について意見を市長に申し出るに
つき議決を求めることについて

上記の議案を提出する。

令 和 5年 2月 15日

草津市教育委員会

毅育長 藤田 雅也
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地方教育行政の組織及び運営に関する法律第 29条の規定により毅育委員会の

事務に関する議案にっいて意見を市長に申し出るにつき議決を求めることにつ

いて

草津市情報公開条例等の
二部を改正する条例案に対する意見を市長に申し出るにつ

き、地方教育行政の組織及び運営に関する法律 (昭和 31年法律第 162号)第 29条
の規定に基づき、本委員会の議決を求める。

記

意見  特になし
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車津市情報公開条例等の一部を改正する条例

(草津市情報公開条例の一部改正)

第 1条 草津市情報公開条例 (平成 16年草津市条例第21号)の一部を次のように改正する。

目次中「第 29条Jを 「第 21条Jに改め、「第 6章 罰則 (第 38条 )」 を削る。

第 7条第 1号中「草津市個人情報保護条例 (平成 18年草津市条例第 1号)第 2条第
1号」

を「個人情報の保護に関する法律 (平成 15年法律第 57号)第 2条第 1項Jに改める。

第 20条中「(以下「諮問実施機関」という。)」 を削る。

第 22条から第 29条までを削り、第 30条を第 22条とし、第 31条から第 37条までを

8条ずつ繰り上げる。

第 6章を削る。

(草津市情報公開・個人情報保護審議会設置条例の一部改正)

第 2条 草津市情報公開・個人情報保護審議会諜置条例 (平成 24年車津市条例第 23号)の
一

部を次のように改正する。

第 2条第 2号中「草津市情報公開条例の規定により」を
「情報公開に関する制度の運営およ

び改善に関する事項について、実施機関 (車津市情報公開条例第
2条第 1号に規定する実施機

関および車津市個人情幸R保護法施行条例 (令和 5年草津市条例第  号)第 2条第 2項に規定

する実施機関をいう。以下同じ。)および議会 (草津市議会の個人情報?保護に関する条例 (令

和 5年草津市条例第  号。以下「議会条例」という。)第 1条に規定する草津市議会をいう。

以下同じ。)に」に改め、同条第 3号中「草津市個人情報保護条例 (平成 18年草津市条例第
1

号)Jを 「個人情報の保護に関する法律 (平成 15年法律第 57号。以下
「法」という。)Jに改

め、同条第 4号中「草津市個人情報保護条例の規定により」を
「個人情報保護に関する制度の

運営および改善に関する事項について、実施機関および議会に」に改
め、同条に次の2号を加

えるc

(7)草津市個人情報保護法施行条例の規定による諮問に応じて審議すること。

(8)議会条例の規定による審査請求に関する諮問または個人情報の適正な取扱いの確保に

関する諮問に応じて審議すること。

第 5条を第 12条とし、第 4条の次に次の 7条を加える。

(審議会の調査権限)

第 5条 審議会は、審議を行うため必要があると認めるときは、諮問実施機関 (草津市情報公
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開条例第 19条第 1項の規定により審議会に諮問をした実施機関、法第 105条第 3項の規

定により読み替えて準用する同条第 1項の規定により審議会に諮問をした実施機関および議

会条例第 45条第 1項の規定により審議会に諮問をした議会をいう。以下同じ。)に対し、審

査請求のあった処分に係る市政情報 (草津市情報公開条例第 2条第 2号に規定する市政情報

をいう。以下同じ。)または保有個人情報 (法第 60条第 1項に規定する保有個人情報をいう。

以下同じ。)の提示を求めることができるとこの場合において、何人も、審議会に対し、その

提示された市政情報の公開または保有個人情報の開示を求めることができない。

2 諮問実施機関は、審議会から前項の規定による求めがあつたときは、これを拒んではなら

ない。

3 審議会は、必要があると認めるときは、諮問実施機関に対し、市政情報に記録されている

情報または保有個人情報に含まれている情報の内容を審議会の指定する方法により分類し、

または整理した資料を作成し、審議会に提出するよう求めることができる。

4 第 1項および前項に定めるもののほか(審議会は、審査請求に係る事件に関し、審査請求

人、参加人 (行政不服審査法 (平成 26年法律第 68号)第 13条第 4項に規定する参加人

をいう。以下同じ。)または諮問実施機関 (以下「審査請求人等Jとという。)に意見書または

資料の提出を求めること、適当と認める者にその知つている事実を陳述させ、または鑑定を

求めることその他必要な調査をすることができる。

(意見の陳述)

第 6条 審議会は、審査請求人等から申立てがあったときは、当該審査請求人等に日頭で意見

を述べる機会を与えなければならない。ただし、審議会が、その必要がないと認めるときは、

この限りでない。

2 前項本文の場合において、審査請求人または参加人は、審議会の定めるところにより、補

佐人を同伴することができる。

(意見書等の提出)

第 7条 審査請求人等は、審議会に対し、意見書または資料を提出することができる。ただし、

審議会が意見書または資料を提出すべき相当の期間を定めたときは、その期間内にこれを提

出しなければならない。

(提出資料の閲覧等)

第 8条 審議会は、第二者の利益を害するおそれがあると認めるときその他正当な理由がある
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ときを除き、審査請求人等に対し、審議会に提出
された意見書もしくは資料を閲覧させ、ま

たはその写しを交付することができる。

(答申書の送付等)

第 9条 審議会は、諮問に対する答申をしたとき
'ま

、答中書の写しを審査請求人および参加人

に送付するとともに、答申の内容を公表するも
のとする。

(審議手続の非公開)

第 10条 審議会の行う第 2条第 1号、第 3号および第 8号の規定による諮問
のうち審査請求

に関する諮間に応じて行う調査審議の手続は、
公開しない。

(守秘義務)

第 11条 審議会の委員は、職務上知ることができた秘密を漏らしてはな
らないとその職々退

いた後も、同様とする。

本則に次の 1条を加える。

(罰則)

第 13条 第 11条の規定に違反して秘密を漏らした者は、 1年以下
の懲役または50万円以

下の罰則に処する。

(草津市協働のまちづくり条例の一部改正)

第 3条 草津市協働のまちづくり条例 (平成 26年草津市条例第 2号)の
一部を久のように改正

する。

第 15条第 1項を削り、同条第 2項中
「前項の規定により読み替えて適用する個人情報保

護

条例第 10条第 1項第 8号の規定による個人情報の提供Jを
「草津市個人情報保護法施行条例

(令和 5年草津市条例第  号)第 2条第 2項の実施機関は保有個人情報 (個人情
報の保護に

関する法律 (平成 15年法律第 57号)第 60条第 1項に規定する保有個
人情報をいう9)のま

ちづくり協議会への提供について」に改め、同項を同条
第 1項とし、同条第 3項中

「第 1項」

を「前項」に改め、「読み替えて適用する個人情報保護
条例第 10条第 1項第 8号の規定により」

を削り、同項を同条第 2項とし、同条第 4項を同条第 3項と
し、同条第 5項中「読み替えて適

用する個人情報保護条例第 10条第 1項第 8号により」

中第 6項を第 5項とし、第 7項を第 6項とする。

を削り、同項を同条第 4項とし、同条

(草津市公の施設に係る指定管理者の指定
の手続等に関する条例の一部改正)

第4条 草津市公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例 (平成
17年草津市条例
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第 2号)の一部を次のように改正する。

第17条中「草津市個人情報保護条例 (平成 11年草津市条例第27号)」 を「個人情報の保

護に関する法律 (平成 15年法律第57号 )」 に改める。             .

付 則

(施行期日)      .｀

第 1条 この条例は、令和 5年 4月 1日から施行する。

(草津市情報公開条例の一部改正に伴う経過措置)

第 2条 この条例の施行の際現に審議会の委員である者またはこの条例の施行前において審議会

の委員であった者に係るこの条例による改正前の草津市情報公開条例 (以下「改正前条例」と

いう。)第 22条第 2項の規定による職務上知り得た秘密を漏らしてはならない義務については、
Iな
お従前の例によると

2 この条例の施行前に改正前条例第 19条第 1項の規定による諮問がされた場合における改正

前条例に規定する調査審議については、、なお従前(π)例による。

3 この条例の施行前にした行為に対する改正前条例の規定による罰則の適用については、なお

従前の例による。

4 第 1項の規定によりなお従前によることとされた義務に違反して秘密を漏らした者は、 1年

以下の懲役または50万円以下の罰金に処する。

-64-



草津市情報公開条例等の一部を改正する条例

草津市情報公開条例の一部改正 (第 1条関係)   新旧対照表 y

１
６
切
―

(1)

目次

第 1章ん第 2章  (略 )
第 3章 審査請求 (第 19条す第 29条 )
第 4章～第 5章  (略 )
第 6章 罰則 (第 38条 )
付則

第 1条～第 6条  (略 )
(市政情報の公開義務 )

第 7条 実施機関は、公開請求があつたときは、公開請求に係る市政情
報に次の各号に掲げる情報 (以下「非公開情報」という。)のいずれ
かが記録されている場合を除き、公開請求者に対し、当該市政情報を

公開しなければならない。
童注市個人情報保誇条例 (平成 18年草津市条例第 1号)第 2
条第 1号に規定する個人情報または特定の個人を識別することは

できないが、公にすることにより、なお個人の権利利益を害するお

それがあるもの。ただし、次に掲げる情報を除く。

ア～ウ  (略 )
(2)～ (6) (略 )
第 8条～第 19条  (略 )
(諮問をした旨の通知 )

第 20条 前条第 1項の規定により諮問をした実施機関 (以下「諮問実
施機関 |と いう。)は、次に掲げる者に対し、諮問をした旨を通知し

なければならない。

(1)～ (3) (略 )
第 21条  (略 )
(審議会 )

第 22条 審議会は、第 19条 の類庁による諮問に応 じて審議する。
2 審議 の 参 昌 イま、瑠と矛舞L矢日り た 秘 痛 を漏らしてはならない∩その

職を退いた後も同様 とする。

8 イま 第 1項に規定す る 議のほか、情報公開に関する制度の
こ とる つ い イこ υミ

旧   条   例新   条   例   (案 )

目次

第 1章～第 2章  (略 )
第 3章 審査請求 (第 19条一第 21条 )
第 4章～第 5章  (略 )

付則

第 1条～第 6条  (略 )
(市政情報の公開義務 )

第 7条 実施機関は、公開請求があつたときは、公開請求に係る市政情
報に次の各号に掲げる情報 (以下「非公開情報」という。)のいずれ

かが記録されている場合を除き、公開請求者に対し、婆該市政情報を

公開しなければならない。

(1) 人情報の保護 に関す る 律 (平成 15年法律第 57号)第 2
条第 1項に規定する個人情報または特定の個人を識別することは

できないが、公にすることにより、なお個人の権利利益を害するお

それがあるもの。ただし、次に掲げる情報を除く。

ア～ウ (略 )
(2)～ (6) (略 )
第 8条～第 19条  (略 )
(諮間をした旨の通知)               

｀

第 20条 前条第 1項の規定により諮問をした実施機関は、次に掲げる
者に対し、諮問をした旨を通知しなければならない。

(1)～ (3)

第 21条
(略 )

(略 )



草津市情報公開条例等の一部を改正する条例
草津市情報公開条例の一部改正 (第 1条関係)   新旧紺照表

１
６
６
１

旧   条   例
ができる∩

(審議会の調査権限 )

第 28条 審議会は、前条第 1項の審議を行 うため必要があると認める
ときは、諮問実施機関に対し、公開決定等に係る市政情報の提示を求
め る とができる。この場合においては、 人も、審議会に対し、そ
の提示 された市政情報の公開を求めることができないハ
2 諮 問実怖機 闇 イま 審議 会 オザヽ 前項 の押 庁 に よ る 犬 めがあったとさf
は、これを拒んではならないハ
8 審議 △ は、必要が ある と認 め る >き イま 諮 問実施機 関に対 し、公 開
決庁等 に係 る市政情報 イこ謂 繰 六ね′て し るヽ 十音圭母の内久 を寒 毒 全 の 指 市

する方法により分類し、または整理した資料を作成 し、審議会に提出
するよう求めることができる。
4 第 1項および前項に庁めるヰ、ののほか 寒 議会は、審査請求に係 る
事件に関し、審査請求人、参加人または諮 実施機関 (以下「審査請
求人等」という。)に意見書または資料の提出を求めること、適当と
認める者にその知っている事実を陳述させ、または鑑定を求めること
その他必要な調査をす ることができる∩

(意見の陳述 )

第 24条 審議会は、審査請求人等から申立てがあったときは、当該審
査請求人等に口頭で煮 界̀狩沐べ る構会 を与えな tす才LイずナF らた い
2 前項の場合においては、審査請求人または参加人は、客―議会の定め
るところにより、補佐人を同伴することができるの

(資料の提出 )

第 25条 審査請求人等は、審議会に対 し、意見書または資料を提出す
ることができる∩ただし、審議会が煮見書または資料を提出すべき相

当の期間を定めたときは、その期間内にこれを提出しなければならな

い 。

(操 出資料 の聞鷲等 )

第 26条 審議会は、第二者の利益を害す るおそれがあると認 めるとき
その他正 当な理由があるときを除き、審査請求人等に対 し、審議会に

提出された意見書もしくは資料を閲覧させ、またはその写 しを交付す

新   条   例   (案 )



草津市情報公開条例等の一部を改正する条例

草津市情報公開条例の一部改正 (第 1条関係)   新旧対照表

１
６
ミ
ー

旧   条   例
ることができる∩

(審議手続の非公開 )

第 27条 審議会の行 う第 22条 第 1項の審議の手続は、公開 しない∩
(答 申書のよ付等 )

第 28条 審議会は、諮問に対す る答 申をした ときは、答 申書の写 しを
審査請求人および参加人に送付するとともに、答申の内容を公表する

幸、のとするハ

(規則への委任 )

第 29条 第 22条から前条までに定めるもののほか、審議会の運営に
関し必要な事項は、規則で定める。

第 30条～第 37条  (田番)
第 6章 罰則
(罰則 )

第 38条 第 22条第 2項の規定に津反 して秘密を漏 らした者は、1年
以下の徴役 または 50万 円以下の罰金 に処す る。

新   条   例   (案 )



草津市情報公開条例等の一部を改正する条例
草津市情報公開・個人情報保護審議会設置条例の一部改正 (第 2条関係 ) 新旧対照表

，
６
∞
Ｉ

旧   条   例
第 1条  (略 )
(所掌事務 )

第 2条 審議会は、次の各号に掲げる事務を所掌する。
(1) (略 )
(2)草津市情報公開条例の規定により意見を述べること。

(3)草津市個人情報保護条例 (平成 18 年草津市条例第 1号)の規
定による諮問に応 じて審議すること。

(4)草津市個人情報保護条例の規定により意見を述べること。

(5)～ (6) (略 )

第 3条～第 4条  (略 )

新   条   例 (案 )

第 1条  (略)
(所掌事務)         ゝ

第 2条 審議会は、次の各号に掲げる事務を所掌する。
(1) (略 )
(2) 情報公開に関する制度の運営および改善に関する事項につい

て、実施機関 (草津市情報公開条例第 2条第 1号に規さする実流
機 F美弓お工び草津市イ匿l人情報保護法他行条例 (令和 豆年草津市条例
第  号)第 2条第 2項に規庁す る実流縫 闇 ″い うハ以下同 じ )

および議会 (草津市議会の個人情報の保護に関する条例 (令和 5

年童津市条例第   丹^以 下 「議 会条イアll lル ヤ うヽ^ Ⅲ 笛 1 条 に 類
市 十 ス 首 漁 市 蓋 仝 歩 ヤ、ぁ  けr―下 同 1ヾ  、 イ 見を述べること。

(3)個人情報の保護に関する法律 (平成 15年法律第 57号ω以下
「法」とい う。)の規定による諮問に応 じて審議すること。
(4)個人情報保護に関する制度の運営および改善に関する事項に
つ いて 宝 怖 灘 Fェ月ム

ゝ
よ rド華畜仝 ιr£争見を述べること。

(5)～ (6) (略 )
(7) 草津市個人情報保護法施行条例の規定による諮問に応 じて審議

す ることハ

(8) 議会条例の規定による暮査請求に F姜]する諮問または個 人情報の

適正な取扱いの確保に関する諮問に応 じて審議することぃ

第 3条～第 4条  (略 )
(審議会の調査権限)

第 5条 審議会は、審議を行 うため必要があると認めるときは、諮問実
施機関 (草津市情報公開条例第 19条第 1項の規定により審議会に諮
間をした実施機関、法第 105条第 3項の規定により読み替えて準用
する同条第 1項の規定により審議会に諮問をした実施機関および議
会条例第 45条第 1項の規定により審議会に諮問をした議会をい う∩
以下同 じハ)に対 し、暮杏請求 のあつた処 /万` に係 る市政情報 (童津市
情報公開条例第 2条第 2号に規定す る市政情報 をい うぉ以下同 じ6)
または保有個人情報 (法第 60条第 1項に規定する保有個人情報をい
うハ 以下同 じハ)の裸示 を求 め るこ 滋がで きるハ この場合 にお いて、



草津市情報公開条例等の下部を改正する条例

草津市情報公開・個人情報保護審議会設置条例の一部改正 (第 2条関係) 新旧対照表

１
６
０
１

旧   条   例新   条   例 (案 )

何人や、、審議会に対し、その提示された市政情報の公開または保有個

人惜報 の 開示 芹犬 め ることができたいハ

2 諮闇実ち行機関は、
~番
議会から前項の規定による求めがあつたとき

は、これを拒んではならない。

3 塞 蓋 仝 ι寸 J沐軍 が あ る >訳あるル芸ili、 諮闇窯怖機 関に対 し、市政
情報 t 詔 俣 され ている情報または保有個人情報に含まれている情報

の内容 審議会 の 指市す る方法 主 り今垣 し また は率理 した資料 を

イ4三庁

'

し 寒議 会 こ繹山するよう求めることができる。

4 笛 1工百お 主び 節 テ百イこ市 め る辛、ののほか、審議会は、審査請求に係る

事件に し、審査請求人、参加 (行政不服審査法 (平成 26年法律
第 68 号)第 13条第 4項に規 る参加人をい う。以下同じ。)ま
li諮閣

~奏
怖灘 閏 (以下「審査請求人等Jと いう。)に意見書または

資料の提出を求めること、適当と認める者にその知つている事実を陳

述させ、または鑑定を求めるこ その他必要な調査をする とができ

る。

(意見の陳述 )

第 6条 実蓋 仝 l甘 寒 杏 毛 ☆ 人筆 か 兆申立てが ふ つ ナ
ー
)´ 共 ιェと、業該

~番
杏

請求 等に日頭で意見を述べる機会を与えなければならない。ただ

し、 が、その必要がないと認めるときは、この限りでない。

2 節「百 寸 の 塀 谷 ι 姑 し
ヽて 、 塞 誇☆ 入学ナ‐l士赤加 人臓、寒議会 の庁

めるところにより、補佐人を同伴することができる。

(煮見書等の提出 )

第 7条 請求人等は、審議会 Iこ対 し、煮見書または資料を提出する

こ>ができる∩ただし、審議会が意見書または資料を提出すべき相当

の 朝 歩 士 めたと共 ι士 子 の 間 内 拍′歩繰 出 しアFt十れ イず疫らな

い 。

(得出資料の間覧等 )

第 8条 は 、 第 者の利益を害するおそれがあると認めるときそ

の イ和
` 
下 業ナF翼 由が あ る ときを除 寒杏詰犬 人等に対 し、審議会に提

出され 音 厚`書 ム し くは奮料 カ 菅 させ、またはその写しを交付する



革津市情報公開条例等の一部を改正する条例
草津市情報公開・個人情報保護審議会設置条例の一部改正 (第 2条関係) 新旧封照表

１
引
Ｏ
Ｉ

旧   条   例

第 5条  (略 )

新   条   例 (案 )

(答 申書の送付等 )

第 9条 審議会は、諮問に対する答申をしたときは、答申書の写しを審
査請求人および参加人に送付するととモぅに、答申の内容を公表するヰゝ

のとするハ

(審議手続の非公開)

第 10条 審議会の行 う第 2条第 1号、第 3号および第 8号の規定によ
る諮 闇 の 為ム寒 杏 詰 ☆ に F_月十 る誅 開 イr庶 じ て 行 う調杏寒議 の 千締 ι士ヽ

公開しない。

(守秘義務 )

第 11条 審議会の委員は、職務上知ることができた秘密を漏らしては
ならない。その職を退いた後も、同様とするぉ

第 12条  (略 )
(罰則)

第 13条 第 11条 の規定に津反 して秘密 を漏 らした者 は、1年以下の
懲役または 50万 円以下の罰金に処するハ



草津市情報公開条例等の一部を改正する条例

草津市協働のまちづくり条例の一部改正 (第 3条関係) 新旧対照表

Ｉ
Ｎ
Ｐ
Ｉ

1日 例

第 1条～第 14条  (略 )
(個人情報の提供 )

第 15条 草津市個人情報保護条例 (平成 18年草津市条例第 1号。以
下「個人情報保護条例 |と いう。)第 2条第 3号の実施機関 (以下
「実施機関 |と いう∩)は保有個人情報 (個人情報保護条例第 2条
第 4号に規定する保有個人情報をいう。)の まちづくり協議会への
耀 仕 br ついてι甘 イl罰 入惜錦 保 護 祭イ√ll笛 1∩ 久美笠 1「 百笛 8 丹 中 「公 驀

【士 てヽt  垣 ち「
府室 の い て

働によるまちづくりの推進に必要がありJと 読み替えるものとする。
2 鈴 T百 ぉ 土日‐ 打ィ ト h華 あ 基 う 了 稿 田 キ ス イl吾I入 膳 錦 イユ萎 峯 加 1笹 1∩ 墾

第 1項第 8号の規定による個人情報の提供は、規則で定めるところ
により調製する名簿 (以下「名簿」という。)を書面で提供するこ
とにより行 うものとする。

ュ 第 1項の規定により読み替えて適用する個人情報保護条例第 10
条第 1項第 8号の規定により個人情報の提供を受けるまちづくり協

議会は、規則で定めるところにより、市長に対し、提供を受けた情

報を管理する者 (以下 「名簿管理者」という。)お よびその名簿を
閲覧する者 (以下 「名簿閲覧者」という。)を届け出なければなら
ない。

4  (田各)
5 第 1項の規定により i苗用す る個 人情報保護条例第 10
条第 1項第 8号の規定により個人情報の提供を受けたまちづくり協

議会は、当該提供を受けた情報の漏えい、滅失または毀損の防止そ

の他の提供を受けた情報の安全管理のために必要かつ適七刀な措置を

講じなければならない。

6～ 7(略 )
第 16条～第 28条  (略 )

ヒ た尊 〉 l｀′面 が k hI と k るのは

読 み替 えて

ノヽ 既とえアキゝ キカ

新   条   例 (案 )

第 1条～第 14条  (略 )
(個人情報の提供 )

第 15条

2

(平成 15年法律第 57号 )第 60条第 1項に規定する保有個人情報
力いうn)のまちづくり協議会への提供については、規則で定めると
ころにより調製する名簿 (以下「名簿」という。)を書面で提供する
ことイこよリイ子うものとする。

2 前項の規定により個人情報の提供を受けるまちづくり協議会は、規
則で定めるところにより、市長に対し、提供を受けた情報を管理する

者 (以下「名簿管理者」という。)およびその名簿を開覧する者 (以
下「名簿閲覧者」という。)を届け出なければならない。

3 (略)             ―

4 第 1項の規定により個人情報の提供を受けたまちづくり協議会は、~当
該提供を受けた情報の漏えい、滅失または毀損の防止その他の提供

を受けた情報の安全管理めために必要かつ適切な措置を講じなけれ

ばならない。

5～ 6(略 )
第 16条～第 28条 (略 )



草津市情報公開条例等の一部を改正する条例
草津市公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例の一部改正 (第 4条関係) 新旧対照表

旧   条   例
第 1条～第 16条  (略 )
(秘密保持義務 )

第 17条 指定管理者または指定管理者の役職員もしくは構成員であ
つてその管理する公の施設の管理の業務に従事 している者 (以下「従
事者」という。 )イま、童津市個 人情報イ果誰 条例 (平成 11 年 童 注 市 峯

例第 27号)の規定を遵守し、個人情報が適切に保護されるよう配慮
するとともに、当該公の施設の管理に関し知 り得た秘密を他に漏ら
し、または自己の利益のために利用し、もしくは不当な目的に使用し
てはならない。指定管理者の指定の期間が満了し、指定を取 り消され、
もしくは指定を辞退 し、または従事者の職務を退いた後においても、
同様とする。

第 18条～第 21条  (略 )

新   条   例 (案 )

第 1条～第 16条  (略 )
(秘密保持義務 )

第 17条 指定管理者または指定管理者の役職員もしくは構成員であ
つてその管理する公の施設の管理の業務に従事している者 (以下 「従
事者」という。)は、個人情報の保護に関する法律 (平成 15年法律
第 57号)の規定を遵守 し、個人情報が適切に保護されるよう配慮す
るとともに、当該公の施設の管理に関し知 り得た秘密を他に漏らし、
または自己の利益のために利用し、もしくは不当な目的に使用しては

ならない。指定管理者の指定の期間が満了し、指定を取 り消され、も
しくは指定を辞退し、または従事者の職務を退いた後においても、同

様とする。

第 18条～第 21条  (略 )

Ｉ
呵
Ю
Ｉ



草津市情報公開条例等の一部を改正する条例

(付則関係)   新旧対照表

―
呵
ω
Ｉ

新   条   例   (案 )

付 則
(施行期 日)

第 1条 この条例は、令和 5年 4月 1日 から施行する。
(草津市情報公開条例の一部改正に伴 う経過措置 )

第 2条 こ の 峯 イ万11 の 協
府行 の 駆冬手F 寒議 会 の 参 昌 で 示 る 考 また は この条

イ丁ll の 流行前において
~碁
議会の委員であつた者に係るこの条例による

改正前の草津市情報公開条例 ( 下 「改正前条例Jと いう。)第 22
峯 雀 2 I百の 手目士 に よ ス 磯 罷笙 ト h卵乳サケ素凱,ム を ノ罵 ら 1 マ

‐

'十

卜|_,卜 し 業ヽ

落 については なお径前 の例 に よるぉ

2 の 条 イ√ll の 旅 行 前 に 己在正 前久大例第 19条第 1項の規定による諮問
が 六油ノた 場 合 イこお tす る改正前条例に規定する調査審議については、な

お従前の例による。

3  こ の条例の加行前にした行為に対する改正前条例の規定による罰

則の適 については、なお従前の例による。

4 笛 1 廼 の 美目零言t 主 りたお糾 前 に よ るこ注とされた義務に違反 して

荒ズグ林を漏 ら 1フ ナ
ー者 ι士 1 年 以 下 の 徴役主たは 50万円以下の罰金に処

する。
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議第 7号

地方教育行政の組織及び運営に関する法律第 29条の規定により教育委員会
の事

務に関する議案について意見を市長に申し出るにつき議決を
求めることについて

上記の議案を提出する。

令和 5年 2月 15日

草津市教育委員会

教育長 藤田 雅也

-75… 
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地方教育行政の組織及び運営に関する法律第 29条の規定により教育委員会の

事務に関する議案について意見を市長に申し出るにつき議決を求めることにつ

ヤヽ て

草津市公の施設に係る指定管理者の指定の手続き等に関する条例の一部を改正する

条例案に対する意見を市長に申し出るにつき、地方毅育行政の組織及び運営に関する法

律'(昭和 31年法律第 162号 )第 29条の規定に基づき、本委員会の議決を求める。
―         記

意見  特になし
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草津市公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例
の一部を改正する条

例

草津市公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例 (平
成 17年草津市条例第 2号 )

の一部を次のように改正する。

第 5条第2項中「あらかじめ」の右に
「第20条第 1項各号に定める」を、「車津市指定管理者

選定評価委員会の」の次に「うち意見を聴く
べき草津市指定管理者選定評価委員会を決定し、当

該決定した草津市指定管理者選定評価委員会に」を加える。

第20条第 1項中「意見を具申するため、」の有に「次に掲げる」を加え、同項に次
の各号を加

える。

(1)

(2)

(3)

文教施設・産業振興施設等指定管理者選定評価会員会

社会福祉施設等指定管理者選定評価委員会

基盤施設等指定管理者選定評価委員会

第 20条第 3項中「委員の定数は、」◆右に「それぞれ」を加え、同項第 2号を削り、第
3号を

第 2号とし、第4号を第 3号とし、同条第 4項中「長年」を
「2年以内」に改める。    !

付 則

(施行期日)

1 この条例は、令和 5年 8月 1日 から施行する。

(経過措置)

2 この条例の施行の際現に改正前の草津市公の施設に係る指定管理者の指定の手続き等に関す

る条例第 20条第 3項の規定により委員会の委員に委嘱されている者は改正後
の草津市公の施

設に係る指定管理者の指定の手続き等に関する条例 (以下、
「改正後?条例」という。)第 20

条第 3項の規定により委員会の委員に委嘱されたものとみなすЬ

(任期の特例)

3 前項の規定により委員会の委員に委嘱されたものとみなされる委員の任期は、改正後
の条例

第 20条第4項の規定にかかわらず、令和 6年 10月 31日 までとする。

(準備行為)

4 改正後の条例第 20条第 3項の規定による委員の委嘱に関し必要な行為は、この条例
の施行

の日前に行うことができる。
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草津市公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例の一部を改正する条例
新旧対照表

Ｉ
剖
∞

Ｉ

旧   条   例
第 1条～第 4条  (田各)
(指定管理者の候補者の選定)
第 5条  (略 )
2 市長は、前項の規定による選定に当たつては、あらかじめ草津市
指定管理者選定評価委員会の意見を聴 くものとする5

第 6条～第 19条  (略 )
(選定評価委員会 )

第 20条 指定管理者の候補者の選定等について、市長に意見を具申
するため、草津市指定管理者選定評価委員会 (以下 「委員会Jと い
う。)を設置する。

2 (略 )
3 委員会の委員の定数は、 8人以内とし、次に掲げる者のうちから
市長が委嘱する。

(1) (略 )
(2) 市 内の公共舶 印 イ太 4望と 得 昌 寺 ,十井差計 昌の

(3)～ (4) (略 )
4 委員の任期は、 2年 とし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期
間とする。ただし、再任されることを妨げない。
5～ 8 (μ各)
第 21条  (略 )

(案 )新   条   例
第 1条～第 4条  (略 )
(指定管理者の候補者の選定 )

第 5条  (略 )
2 市長は、前項の規定による選定に当たっては、あらか じめ第 20
条第 1項各号に定める草津市指定管理者選定評価委員会 (以下 「黍
員会」という。)の うち意見を聴 くべき委員会を決庁 し 当該 決 市
した委員会に意見を聴くものとする。

第 6条～第 19条  (略 )
(選定評価委員会 )

第 20条 指定管理者の候補者の選定等について、市長に意見を具申
するため、次に掲げる委員会を設置する。

(1)草津市文教施設・産業振興施設指定管理者選定評価委員会
(2)草津市社会福祉施設指定管理者選定評価委員会
(3)草津市基盤施設指定管理者選定評価委員会
2 (略 )

3 委員会の委員の定数は、それぞれ 8人以内とし、次に掲げる者の
うちから市長が委嘱する。
(1) (略 )

(2)～ (3) (略 )
4 委員の任期は、 2年以内とし、補欠の委員の任期は、
任期間とする。ただし、再任 されることを妨げない。
5～ 8 (略 )

第 21条  (略 )
付 則
(施行期 日)

前任者の残

1 この条例は、令和 5年 8月 1日 から流行するハ
(経過措置 )

2 この条例の施行の際現に改正前の車津市公の施設に係る指定管理
者の指定の手続き等に関する条例第 20条第 3項の規定により草津

「 い の



草津市公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例の一部を改正する条例

新旧対照表
旧   条   例新   条   例 (案 )

口E太 茅ηЧ′セ、ス 考 l寸 許 正 絡 の 苗 注 市 公 の 怖 譜 t 権 ス指 t筈 モ里考 の キ旨市

の 手締★
府準に FttЯ十る条イアll(以下 r「改正後の条例 |と い う∩)第 20

_久雀 3 コE百 の キロ雪言ι「 よ り
黍 昌会 の 参 昌 t 参ロッ巨六ね′た i、 の ルみ ナF十ネ

(イ手期の特例 )

3 前 テ百の 都 市 tこより参昌会の委員に委嘱されたものとみなされる委

員 の 期は、改正後の条例第 20条第 4項の規定にかかわらず、令
禾日6 年 10 月 31日 までと子る
(準備行為 )

4 改正終 の 条例第 20条 第 3 の 類庁による委 員の委嘱に関 し必要
な行為は、この の流行の日前に行うことができる。 _)

―
『
０

１
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議第 8号

地方教育行政の組織及び運営に関する法律第 29条の規定により教育委員会の事

務に関する議案について意見を市長に申し出るにつき議決を求
めることについて

上記の議案を提出する。

令不日5年 2月 15日

草津市教育委員会

教育長 藤田 雅也
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地方教育行政の組織及び運営に関する法律第 29条の規定により教育委員会の

事務に関する議案について意見を市長に申し出るにつき議決を求めることにつ

いて

こども家庭庁設置法の施行に伴 う関係法律の整備に関する法律の施行に伴 う関係条

例の整備に関する条例案に対する意見を市長に申し出るにつき、地方教育行政の組織及

び運営に関する法律 (昭和 31年法律第 162号)第 29条の規定に基づき、本委員会
の議決を求める。

記

意見  特になし
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こども家庭庁設置法の施行に伴う関係法律の整備に関する法律
の施行に伴う関係条例の整

備に関する条例

(車津市立幼稚園条例の一部改正)

第 1条 草津市享幼稚園条例 (平成 30年草津市条例第 22号)の一部を次のように改
正する。

第 4条中「第 19条第 1項第 1号」を「第 19条第 1号」に改める。

第 8条中「第 19条第 1項第 1号」を「第 19条第 1号」に改め、
「第 25条」を「第 25

条第 1項Jに改める。

(車津市特定教育・保育施設および特定地域型保育事業の運営に関す
る基準を定める条例の下

部改正)

第2条 草津市特定教育・保育施設および特定地域型保育事業の運営に関する基準を
=め
る条例

(平成 26年草津市条例第 30号)の一部を次のように改正する。

第 4条第 2項ただし書中「法第 19条第 1項第 3号」を
「法第 19条第 3号」に改め、同項

第 1号中「法第 19条第 1項各号」を「法第 19条各号」に改め、同項第
2号中「法第 19条

第 1項第 1号」を「法第 19条第 1号」に改め、同項第 8号中
「法 19条第 1項第 2号Jを 「

法 19条第 2号」に改める。

第 6条第 2項中「法第 19条第 1項第 1号」を「法第 19条第 1号」に改め、同条第
3項中

「法第 19条第 1項第 2号」を「法第 19条第 2号Jに改める。

第 7条第 2項中「法第 19条第 1項第 2号Jを 「法第 19条第 2号」に改める。

第 8条中「法第 19条第 1項各号」を「法第 19条各号」に改める。

第 13条第 4項第 3号ア (ア)中 「法第 19条第 1項第 1号」を
「法第 19条第 1号」に改め、

同号ア (イ )中 「法第 19条第 1項第 2号」を
「法第 19条第 2号」に改め、同号イ (ア)中 「法第

19条第 1項第 1号」を「法第 19条第 1号」に改め、同号イ (イ)中
「法第 19条第 1項第 2号」

を「法第 19条第 2号」に改める。

第 15条第 1項第 3号中「第 25条」を「第25条第 1項」に改め、同項第
4号中「厚生労

働大臣」を「内閣総理大臣」に改める。

第 20条第 4秒中「法第 19条第 1項第 1駒 を「法第 19条第 1移Jに改める。

第 35条第 1項中「法第 19条第 1項第 1号Jを 「法第 19条第 1号」に改め、同条第
2項

中「法第 19条第 1項第 1号」を「法第 19条第 1号Jに、
「法第 19条第 1項第 2号」を「法

第 19条第 2号」に改め、同条第 3項中「法第 19条第 1項第 2号」を
「法第 19条第 2号」
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に改める。

第 36条第 1項中「法第 19条第 1項第 2号Jを 「法第 19条第 2号Jに改め、同条第 2項

中「法第 19条第 1項第 2号」を「法第 19条第 2号」に、「法第 19条第 1項第 1号」を「法

第 19条第 1号Jに改め、同条第 3項中「法第 19条第 1項第 1号Jを 「法第 19条第 1号 J

に、「法第 19条第 1項第 2号」を「法第 19条第 2号」に改める。

第 87条第 2頂および第 89条第 2項中「法第 19条第 1項第 3号」を「法第 19条第 3号」

に改める。

第44条中「厚生労働大臣Jを 「内閣総理大臣Jに改める。

第 51条第 1頂中「法第 19条第 1項第 1号」を「法第 19条第 1号Jに改め、同条第 2項

中「法第 19条第 1項第 1号」を「法第 19条第 1号」に、「法第 19条第 1項第 2号」を「法

第 19条第 2号」に改め、同条第 3項中「法第 19条第 1項第 3号」を「法第 19条第 3号」

に、「法第 19条第 1項第 1号」を「法第 19条第 1号」に、「法第 19条第 1項第 2号」を「

法第 19条第 2号」に改める。

第 52条第 1項中「法第 19条第 1項第 2号」を「法第 19条第 2号」に改め、同条第 2項

中「法第 19条第 1項第 2号Jを 「法第 19条第 2号」に、「法第 19条第 1項第 1号」を「法

第 19条第 1号」に改め、同条第 3項中「法第 19条第 1項第 2号」を「法第 19条第 2号 J

に改める。

(草津市立幼保連携型認定こども園条例の一部改正)

第 3条 草津市立幼保連携型認定こども園条例 (平成 27年草津市条例第 34号)の一部を次の

ように改正するも

第 4条第 1項中「第 19条第 1項各号」を「第 19条各号」に改める。

第 8条第 1項中「第 19条第 1項第 1号」を「第 19条第 1号」に、「第 25条」を「第 25

条第 1項」に改める。

第 9条第 1項中「第 19条第 1項第 2号」を「第 19条第 2号」に改める。

(草津市保育所設置条例の一部改正)

第4条 草津市保育所設置条例 (昭和46年草津市条例第 8号)の一部を次のように改正する。

第4条中「同法第 19条第 1項第 2号」を「同法第 19条第 2号」に改める。

第 6条第 1項中「第 19条第 1項第 2号Jを 「第 19条第 2号Jに改める。

(草津市子どものための教育・保育給付に係る利用者負担額に関する条例の一部改正)
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第 5条 草津市子どものための教育 。保育俗付に係る利用者負担額に関する条例 (昭和42年草

津市条例第 25号)の一部を次のように改正する。

第 3条第 1号中「法第 19条第 1項第 1号」を「法第 19条第 1号Jに改め、同条第
2号中

「法第19条第1項第2号jを「法第19条第2号」に改め、同条第3号中
「法第19条第1

,項第2号」を「法第19条第2号」に、「法第19条第1項第3号」を「法第10条第3号」
に

改める。

(草津市家庭的保育事業等の設備および運営に関する基準を走める条例
の一部改正)

第 6条 草津市家庭的保育事業等の設備および運営に関する基準を定める条例 (平成 26年草津

市条例第 31号)の下部を次のように改正する。     .

第 25条中「厚生労働大臣」を 「内閣総理大臣」に改める。

(草津市立発達支援センタ
エ条例の一部改正)

第 7条 草津市立発達支援センタ▼条例 (平成 18年草津市条例第40号)の一部を次のように

改正する。

第 7条第 1項第 3号中「厚生労働省令」を
「内閣府令」に改める。

付 則

この条例は、苓和 5年 4月 1日 から施行する。
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こども家庭庁設置法の施行に伴う関係法律の整備に関する法律の施行に伴う関係条例の整備に関する条例
草津市立幼稚園条例の一部改正 (第 1条関係)  新旧対照表

―
∞
６
Ｉ

旧   条   例
第 1条～第 3条  (略 )
(入園資格 )

第 4条 第 2条に規定する幼稚園であつて就学前の子どもに関する教
育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律 (平成 18年法律第 7
7号)第 3条第 1項の認定を受けた幼稚園型認定こども園に入園する
ことができる者は、子ども。子育て支援法 (平成 24年法律第 65号 )
第 19条 第 1頃第 1丹 または第 2号に掲げる小学校就学前子 どもに
該当するとして同法第 20条第 1項の規定による認定を受けている
保護者の子どもとする。
2 (略 )
第 5条～第 7条  (略 )
(預かり保育 )

第 8条 教育委員会は、子ども・子育て支援法第 19条 第 1項第 1号 イこ
掲げる小学校就学前子どもに該当するとして同法第 20条第 1項の
規定による認定を受けている保護者の子どもその他教育委員会が特
別の事由があると認める者に対し、教育委員会規則に定めるところに

より、預かり保育 (学校教育法第 25条の教育課程の実施 口および実
施 日以外であつて教育委員会規則で定める日において、子どもの保護

者の希望に応 じて実施する教育をいう。以下同じ。)を実施する。
2 (略 )

第 9条～第 12条  (略 )

(案 )新   条   例
第 1条～第 3条  (略 )
(入園資格 )

第 4条 第 2条 に規定する幼稚園であつて就学前の子どもに関する教
育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律 (平成 18年法律第 7
7号 )第 3条第 1項の認定を受けた幼稚園型認定こども園に入園する
ことができる者は、子ども。子育て支援法 (平成 24年法律第 65号 )
第 19条第 1号または第 2号に掲げる小学校就学前子 どもに該当す
るとして同法第 20条第 1項の規定による認定を受けている保護者
の子どもとする。
デ2 (略 )
第 5条～第 7条  (略 )
(預かり保育 )

第 8条 教育委員会は、子ども。子育て支援法第 19条 第 1号に
小学校就学前子どもに該当するとして同法第 20条第 1項の規定に
よる認定を受けている保護者の子どもその他教育委員会が特別の事

由があると認める者に対し、教育委員会規則に定めるところにより、

預かり保育 (学校教育法第 25条 第 1項の教育課程の実施 口および実
施日以外であつて教育委員会規則で定める日において、子どもの保護

者の希望に応 じて実施する教育をいう。以下同じ。)を実施する。
2 (略 )
第 9条～第 12条  (略 )

掲げる



こども家庭庁設置法の施行に伴う関係法律の整備に関する法律の施行に伴う関係条例の整備に関する条例

草津市特定教育・保育施設および特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例の一部改正 (第 2条関係 )

1    新旧対照表

―
∞
『
Ｉ

第 1条～第 3条  (略 )
第 4条  (略 )
2 特定教育・保育施設は、次の各号に掲げる特定教育・保育施設の区
分に応じ、当該各号に定める小学校就学前子どもの区分ごとの利用定

員を定めるものとするとただし、法第 19条第 1項第 3号に掲げる小
学校就学前子どもの区分にあつては、満 1歳に満たない小学校就学前

子どもおよび満 1歳以上の小学校就学前子どもに区分して定めるも
のとする。

(1)認定こども園 法第 19条第 1項各号に掲げる小学校就学前子
どもの区分

(2)幼稚園 法第 19条第 1項第 1号に掲げる小学校就学前子ども
の区分

(3)保育所 法第 19条第 1項第 2号に掲げる小学校就学前子ども
の区分および同項第 3号に掲げる小学校就学前子どもの区分

第 5条  (略 )
(正当な理由のない提供拒否の禁止等 )

第 6条  (略 )
2 特定教育・保育施設 (認定こども園または幼稚園に限る。以下この
項において同じ。)は、利用の申込みに係る法第 19条第 1項第 1号
に掲げる小学校就学前子どもの数および当該特定教育・保育施設を現

に利用している同号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保

育給付認定子どもの総数が、当該特定教育・保育施設の同号に掲げる

小学校就学前子どもの区分に係る利用定員の総数を超える場合にお

いては、抽選、申込みを受tすた順序により決定する方法、当該特定教

育・保育施設の設置者の教育・保育に関する理念、基本方針等に基づ

く選考その他公正な方法により選考しなければならない。

3 特定教育・保育施設 (認定こども園または保育所に限る。以下この
項において同じ。)は、利用の申込みに係る法第 19条第 1項第 2号
または第 3号に掲げる小学校就学前子どもの数および菫該特定教

育 :保育施設を現に利用している同項第 2号または第 3号に掲げる小

新   条 例   (案 )

第 1条～第 3条  (田各)

第 4条  (略 )
2 特定教育・保育施設は、次の各号に掲げる特定教育・保育施設の区
分に応じ、当該各号に定める小学校就学前子どもの区分ごとの利用定

員を定めるものとする。ただし、法第 19条第 3号に掲げる小学校就
学前子どもの区分にあつては(満 l歳に満たない小学校就学前子ども

および満 1歳以上の小学校就学前子どもに区分 して定めるものとす

る。

(1)認定こども園 法第 19条各号に掲げる小学校就学前子どもの
区分

(2)幼稚園 法第 19条第 1号に掲げる小学校就学前子どもの区分

(3)保育所 法第 19条第 2号に掲げる小学校就学前子 どもの区分
および同項第 3号に掲げる小学校就学前子どもの区分

第 5条  (略 )
(正当な理由のない提供拒否の禁止等 )

第 6条  (略 )
2 特定教育・保育施設 (認定こども園または幼稚園に限る。以下この
項において同じ。)は、利用の申込みに係る法第 19条第 1号に掲げ
る小学校就学前子どもの数および当該特定教育・保育施設を現に利用

している同号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付

認定子どもの総数が、当該特定教育・保育施設の同号に掲げる小学校

就学前子どもの区分に係る利用定員の総数を超える場合においては、

抽選、申込みを受けた順序により決定する方法、当該特定教育・保育

施設の設置者の教育・保育に関する理念、基本方針等に基づく選考そ

の他公正な方法により選考しなければならない。

特定教育・保育施設 (認定こども園または保育所に限る。以下この

項において同じ。)は、利用の申込みに係る法第 19条第 2号または

第 3号に掲げる小学校就学前子どもの数および当該特定教育・保育施

3

設を現に利用している同項第 2号または第 3号に掲げる小学校就学



こども家庭庁設置法の施行に伴う関係法律の整備に関する法律の施行に伴う関係条例の整備に関する条例
草津市特定教育・保育施設および特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例の一部改正 (第 2条関係)

新旧姑照表

ｌ
∞
∞
１

旧   条   例
学校就学前子どもに該当する毅育・保育給付認定子どもの総数が、当
該特定教育・保育施設の同項第 2号または第 3号に掲げる小学校就学
前子どもの区分に係る利用定員の総数を超える場合においては、教
育・保育給付認定に基づき、保育の必要の程度および家族等の状況を

勘案し、保育を受ける必要性が高いと認められる教育・保育給付認定
子どもが優先的に利用できるよう、選考するものとする。
4～ 5 (略 )
(あ っせん、調整および要請に対する協力 )
第 7条  (略 )
2 特定教育・保育施設 (認定こども園または保育所に限る。以下この
項において同じ。)は、法第 19条 第 1項第 2丹または第 3号に掲げ
る小学校就学前子どもに該当する教育。保育給付認定子どもに係る当
該特定教育・保育施設の利用について児童福祉法第 24条第 3項 (同
法附則第 73条第 1項の規定により読み替えて適用する場合を含
む。)の規定により市町村が行 う調整および要請に対し、できる限り
協力 しなければならない。

(受給資格等の確認 )

第 8条 特定教育・保育施設は、特定教育・保育の提供を求められた場
合は、教育・保育給付認定保護者の提示する支給認定証によちて、教
育・保育給付認定の有無、教育・保育給付認定子どもの該当する法第

教育・保育給

付認定の有効期間および保育必要量等を確かめるものとする。

第 9条～第 12条  (略 )
(利用者負担額等の受領 )

第 13条  (略 )
2～ 3 (略 )
4 特定教育・保育施設は、前 3項の支払を受ける額のほか、特定教育・
保育において提供される便宜に要する費用のうち、次の各号に掲げる

費用の額の支払を教育・保育給付認定保護者から受けることができ

る。

19条第 1項各号に掲げる小学校就学前子どもの区分、

新   条   例 (案 )

前子どもに該当する教育・保育給付認定子どもの総数が、当該特定教
育・保育施設の同項第 2号または第 3号に掲げる小学校就学前子ども
の区分に係る利用定員の総数を超える場合においては、教育・保育給
付認定に基づき、保育の必要の程度および家族等の状況を勘案 し、保

育を受ける必要性が高いと認められる教育・保育給付認定子どもが優
先的に利用できるよう、選考するものとする。
4～ 5 (略 )
(あ っせん、調整および要請に対する協力 )

第 7条  (略 )
2 特定教育・保育施設 (認定こども園または保育所に限る。以下この
項において同じ。)は、法第 19条第 2号または第 3号に掲げる小学
校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子どもに係る当該特定

教育・保育施設の利用について児童福祉法第 24条第 3項 (同法附則
第 73条第 1項の規定により読み替えて適用する場合を含む。)の規
定により市町村が行 う調整および要請に対し、できる限り協力しなけ

ればならない。

(受給資格等の確認 )

第 8条 特定教育・保育施設は、特定教育・保育の提供を求められた場
合は、教育・保育給付認定保護者の提示する支給認定証によつて、教

育・保育給付認定の有無、教育・保育給付認定子どもの該当する法第
19条各号に
の有効期間および保育必要量等を確かめるものとする。

第 9条～第 12条  (H各 )
(和↓用者負担額等の受領 )

第 18条  (略 )
2～ 3 (略 )
4 特定教育・保育施設は、前 3項の支払を受ける額のほか、特定教育・
保育において提供される便宜に要する費用のうち、次の各号に掲げる

費用の額の支払を教育・保育給付認定保護者から受けることができ

る。

掲げる小学校就学前子どもの区分、教育・保育給付認定



こども家庭庁設置法の施行に伴う関係法律の整備に関する法律の施行に伴う関係条例の整備に関する条例

草津市特定教育・保育施設および特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例の一部改正 (第 2条関係 )

新旧対照表

Ｉ
∞
０
１

(ア )

(イ )

(1)～ (2) (略 )
(3)食事の提供 (次に掲げるものを除く。)に要する費用
ア 次の (ア)ま たは (イ )に‡′島げる満 3歳以上教育・保育給付認定子ど
ものうち、その教育・保育給付認定保護者および当該教育・保育

給付認定保護者と同一の世帯に属する者に係る市町村民税所得

割合算額がそれぞれ (ア )ま たは (イ )に定める金額未満であるもの

に対する副食の提供

法第 19条第 1項第 1号に掲げる小学校就学前子どもに該
当する教育・保育給付認定子ども 77与 101円
法第 19条第 1項第 2号に掲げる小学校就学前子どもに該
当する教育・保育給付認定子ども (特定満 3歳以上保育訟定子

どもを除く。イ (イ )イこおいて同じ。) 57, 700円 (令第

4条第 2項第 6号に規定する特定教育・保育給付認定保護者に

あっては、 77, 101円 )

イ 次の (ア )ま たは (イ )に掲げる満 3歳以上教育・保育給付認定子ど
ものうち、負担額算定基準子どもまたは小学校第 3学年修了前子

ども (小学校、義務教育学校の前期課程または特別支援学校の小

学部の第 1学年から第 3学年までに在籍する子どもをいう。以下

イにおいて同じ。)が同一の世帯に 3人以上いる場合にそれぞれ

(ア)ま たは (イ )に定める者に該当するものに対する副食の提供 (ア

に該当するものを除く。)

法第 19条第 1項第 1号に掲げる小学校就学前子どもに該
当する教育・保育給付認定子ども 負担額算定基準子どもまた
は小学校第 3学年修了前子ども(そのうち最年長者および 2番

目の年長者である者を除く。)である者
法第 19条第 1項第 2号に掲げる小学校就学前子 どもに該
当する教育・保育給付認定子ども 負担額算定基準子ども (そ
のうち最年長者および 2番 目の年長者である者を除く。)であ

る者

ウ (略 )

(ア )

(イ )

新   条   例   (案 )

(1)～ (2) (略 )
(3)食事の提供 (次に掲げるものを除く。)に要する費用
ア 次の (ア)または (イ )に掲げる満 3歳以上教育・保育給付認定子ど
ものうち、その教育・保育給付認定保護者および彗該教育・保育

給付認定保護者と同一の世帯に属する者に係る市町村民税所得

割合算額がそれぞれ (ア )ま たは (イ )1こ定める金額未満であるもの

に対する副食の提供

(ア )

(イ )

教育・保育給付認定子ども (特定満 3歳以上保育認定子どもを

除く。イ (イ )において同じ。) 57, 700円 (令第 4条第
2項第 6号に規定する特定教育。保育給付認定保護者にあつて

は、77,101円 )

イ 次の (ア)または (イ )に掲げる満 9歳以上孝女育・保育給付認定子ど
ものうち、負担額算定基準子どもまたは小学校第 3学年修了前子

ども (小学校、義務教育学校の前期課程または特別支援学校の小

学部の第 1学年から第 3学年までに在籍する子どもをいう。以下

イにおいて同じ。)が同一の世帯に 3人以上いる場合にそれぞれ

(ア )または (イ )に定める者に該当するものに対する副食の提供 (ア

に該当するものを除く。)

(ア )

(イ )

教育・保育給付認定子ども 魚担額算定基準子ども (そのうち
最年長者および 2番 目の年長者である者を除く。)である者

ウ (略 )

法第 19条第 1号に掲げる小学校就学前子どもに該当する
教育・保育給付認定子ども 77, 101円
法第 19条第 2号イこ掲げる小学校就学前子どもに該当する

法第 19条第 1号に掲げる小学校就学前子どもに該当する
教育・保育給付認定子ども 負担額算定基準子どもまたは小学
校第 3学年修了前子ども(そのうち最年長者および 2番 目の年

長者である者を除く。)である者
法第 19条第 2号に掲げる小学校就学前子どもに該当する



こども家庭庁設置法の施行に伴う関係法律の整備に関する法律の施行に伴う関係条例の整備に関する条例
草津市特定教育・保育施設および特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例の一部改正 (第 2条関係)

新旧封照表

Ｉ
Ю
０
１

旧   条   例
(4)～ (5) (略 )
5～ 6 (H各 )
第 14条  (略 )
(特定教育・保育の取扱方針 )

第 15条 特定荻育・保育施設は、次の各号に掲げる施設の区分に応じ
て、それぞれ当該各号に定めるものに基づき、小学校就学前子どもの
心身の状況等に応 じて、特定教育・保育の提供を適切に行わなければ
ならない①

(1)～ (2) (略 )
(3)幼稚園 幼稚園教育要領 (学校教育法 (昭和 22年法律第 26
号)第 25条の規定に基づき文部科学大臣が定める幼稚園の教育課
程その他の教育内容に関する事項をいう。 )
(4)保育所 児童福祉施設の設備及び運営に関する基準 (昭和 23
年厚生省令第 63号 )第 35条の規定に基づき保育所における保育
の内容について厚生労働大臣が定める指針
2 (略 )
第 16条～第 19条  (略 )
(運営規程 )

第 20条 特定教育・保育施設は、次に掲げる施設の運営についての重
要事項に関する規程 (第 23条において「運営規程」という。)を定
めておかなければならない。

(1)～ (3) (略 )
(4)特定教育・保育の提供を行 う日 (法第 19条 第 1項第 1号に掲
げる小学校就学前子 どもの区分に係る利用定員を定めている施設

にあつては、学期を含む。以下この号において同じ。)お よび時間
ならびに特定教育・保育の提供を行わない日

(5)～ (11) (略 )
第 21条～第 34条  (略 )
(特別利用保育の基準 )

第 35条 特定教育・保育施設 (保育所に限る。以下この条において同

(案 )新   条   例
(4)～ (5) (略 )
5～ 6 (略 )
第 14条  (略 )
(特定教育・保育の取扱方針 )

第 15条 特定教育・保育施設は、次の各号に掲げる施設の区分に応 じ
て、それぞれ当該各号に定めるものに基づき、小学校就学前子どもの
心身の状況等に応 じて、特定教育・保育の提供を適切に行わなければ

ならない。

(1)～ (2) (略 )
(3)幼稚園 幼稚園教育要領 (学校教育法 (昭和 22年法律第 26
号)第 25条第 1項の規定に基づき文部科学大臣が定める幼稚園の
教育課程その他の教育内容に関する事項をいう。 )

(4)保育所 児童福祉施設の設備及び運営に関する基準 (昭和 23
年厚生省令第 63号 )第 35条の規定に基づき保育所における保育
の内容について内閣総理大臣が定める指針 !

2 (略 )
第 16条～第 19条  (略 )
(運営規程 )

第 20条  特定教育・保育施設は、次に掲げる施設の運営についての重
要事項に関する規程 (第 23条において「運営規程」という。)を定
めておかなければならない。

(1)～ (3) (略 )
(4)特定教育・保育の提供を行 う日 (法第 19条第 1号に掲げる小
学校就学前子どもの区分に係る利用定員を定めている施設にあつ

ては、学期を含む。以下この号において同じ。)お よび時間ならび
に特定教育・保育の提供を行わない日

(5)～ (11) (略 )
第 21条～第 34条  (略 )
(特別利用保育の基準 )

第 35条 特定教育・保育施設 (保育所に限る。以下この条において同
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新旧姑照表

Ｉ
ψ
Ｐ
Ｉ

旧   条   例
じ。)が法第 19条第 1項第d号に掲げる小学校就学前子どもに該当
する教育・保育給付認定子どもに対し特別利用保育を提供する場合に

は、法第 34条第 1項第 3号に規定する基準を遵守しなければならな
い 。

2 特定教育・保育施設が、前項の規定により特別利用保育を提供する
場合には、当該特別利用保育に係る法第 19条第 1項第 1号に掲げる

3

小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子どもの数および

当該特定教育・保育施設を現に利用している同項第 2号に掲げる小学
校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子どもの総数が、第 4

条第 2項第 3号の規定により定められた法第 19条第 1項第 2号に
掲げる小学校就学前子どもに係る利用定員の総数を超えないものと

する。

特定教育・保育施設が、第 1項の規定により特別利用保育を提供す

る場合には、特定教育・保育には特別利用保育を、施設型給付費には

特例施設型給付費 (法第 28条第 1項の特例施設型給付費をいう。次
条第 3項において同じ。)を (それぞれ含むものとして、本章 (第 6

条第 3項および第 7条第 2項を除く。)の規定を適用する。この場合
において、第 6条第 2項中「特定教育・保育施設 (認定こども園また

は幼稚園に限る。以下この項において同じ。)」 とあるのは「特定教

育・保育施設 (特別利用保育を提供している施設に限る。以下この項

において同じ。)」 と、「回号に掲げる小学校就学前子どもに該当す

る教育・保育給付認定子ども」とあるのは「同項第 1号または第 2号

に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認牢子ども」

と、「同号に掲げる小学校就学前子どもの区分に係る利用定員の総

数」とあるのは
「法第 19条第 1項第 2号に掲げる小学校就学前子ど

もの区分に係る利用定員の総数」と、第 13条第 2項中「法第 27条
第 3項第 1号に掲げる額」とあるのは「法第 28条第 2項第 2号の内
閣総理大臣が定める基準により算定した費用の額」と、同条第 4項第

3号イ (ア)中 「教育・保育給付認定子ども」とあるのは「教育・保育

給付認定子ども (特別利用保育を受ける者を除く)」 と、同号イ (イ )

・じ。)が法第 19条第 1号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教
育・保育給付認定子どもに対し特別利用保育を提供する場合には、法

第 34条第 1項第 3号に規定する基準を遵守しなければならない。

特定教育・保育施設が、前項の規定により特別利用保育を提供する

場合には、当該特別利用保育に係る法第 19条第 1号に掲げる小学校
就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子どもの数および当該特

定教育・保育施設を現に利用している同項第 2号に掲げる小学校就学

前子どもに該当する教育・保育給付認定子どもの総数が、第 4条第 2

項第 3号の規定により定められた法第 19条第 2号に掲げる小学校
就学前子どもに係る利用定員の総数を超えないものとする。

特定毅育・保育施設が、第 1項の規定により特別利用保育を提供す

る場合には、特定教育・保育には特別利用保育を、施設型給付費には

特例施設型給付費 (法第 28条第 1項の特例施設型給付費をいう。次
条第 3項において同じ。)を 、それぞれ含むものとして、本章 (第 6

条第 3項および第 7条第 2項を除く。)の規定を適用する。この場合

において、第 6条第 2項中「特定教育・保育施設 (認定こども園また

は幼稚園に限る。以下この項において同じ。)」 とあるのは
「
特定教

育・保育施設 (特別利用保育を提供している施設に限る。以下この項

において同じ。)」 と、「同号に掲げる小学校韓学前子どもに該当す

る教育・保育給付認定子ども」とあるのは
「同項第 1号または第 2号

に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども」

と、「同号に掲げる小学校就学前子どもの区分に係る利用定員の総

数」とあるのは「法第 19条第 2号に掲げる小学校就学前子 どもの区
分に係る利用定員の総数」と、第 13条第 2項中「法第 27条第 3項
第 1号に掲げる額」とあるのは「法第 28条第 2項第 2号の内閣総理
大臣が定める基準により算定した費用の額」と、同条第 4項第 3号イ

(ア )中 「教育・保育給付認定子ども」とあるのは
「教育・保育給付認

2

3

定子ども (特別利用保育を受ける者を除く)」 と、同号イ (イ )中
「教

(案 )新   条   例
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中「教育・保育給付認定子ども」とあるのは「教育・保育給付認定子
ども (特別利用保育を受ける者を含む。)」 とする。
(特別利用教育の基準 )

第 36条 特定教育・保育施設 (幼稚園に限る。以下この条において同
じ。)が法第 19条第 1項第 2号に掲げる小学校就学前子どもに該当
する教育・保育給付認定子どもに対し、特別利用教育を提供する場合
には、法第 34条第 1項第 2号に規定する基準を遵守しなければなら
ない。
2 特定教育・保育施設が、前項の規定により特別利用教育を提供する
場合には、当該特別利用教育に係る法第 19条第 1項第 2号に掲げる
小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子どもの数および

当該特定教育・保育施設を現に利用 している同項第 1号に掲げる小学
校就学前子どもに該当する教育・イ呆育給付認定子どもの総数が、第 4
条第 2項第 2号の規定により定められた法第 19条第 1項第 1号に

8

掲げる小学校就学前子どもに係る利用定員の総数を超えないものと
する。

特定教育・保育施設が、第 1項の規定により特別利用教育を提供す
る場合には、特定教育・保育には特別利用教育を、施設型給付費には

特例施設型給付費を、それぞれ含むものとして、本章 ,(第 6条第 3項
および第 7条第 2項を除く。)の規定を適用する。この場合において、
第 6条第 2項中「利用の申込みに係る法第 19条第 1項第 1号に掲げ
る小学校就学前子どもの数」とあるのは「利用の申込みに係る法第 1

9条第 1項第 2号に掲げる小学校就学前子どもの数」と、「同号に掲
げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子どもの総

数」とあるのは「法第 19条第 1項第 1号または第 2号に掲げる小学
校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子どもの総数」と、第
18条第 2項中「法第 27条第 3項第 1号に掲げる額」とあるのは「法
第 28条第 2項第 3号の内閣総理大臣が定める基準により算定した
費用の額」と、同条第 4項第 3号イ (ア)中 「教育・保育給付認定子ど
も」とあるのは「教育・保育給付認定子ども (特別利用教育を受ける

新   条   例 (案 )

育・保育給付認定子ども」とあるのは「教育・保育給付認定子ども (特
別利用保育を受ける者を含む。)」 とする。
(特別利用教育の基準)

第 36条 特定教育・保育施設 (幼稚園に限る。以下この条において同
じ。)が法第 19条第 2号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教
育・保育給付認定子どもに対し、特別利用教育を提供する場合には、
法第 34条第 1項第 2号に規定する基準を遵守しなければならない。

2 特定教育・保育施設が、前項の規定により特別利用教育を提供する
場合には、当該特別利用教育に係る法第 19条第 2号に掲げる小学校
就学前子どもに該当する教育・イ呆育給付認定子どもの数および当該特

定教育・保育施設を現に利用している同項第 1号に掲げる小学校就学
前子どもに該当する教育・保育給付認定子どもの総数が、第 4条第 2
項第 2号の規定により定められた法第 19条第 1号に掲げる小学校
就学前子どもに係る利用定員の総数を超えないものとする。

3 特定教育・保育施設が、第 1項の規定により特別利用教育を提供す
る場合には、特定教育・保育には特別利用教育を、施設型給付費には

特例施設型給付費を、それぞれ含むものとして、本章 (第 6条第 3項
および第 7条第 2項を除く。)の規定を適用する。この場合において、
第 6条第 2項中「利用の申込みに係る法第 19条第 1号に掲げる小学
校就学前子どもの数」とあるのは「利用の申込みに係る法第 19条第
2号に掲げる小学校就学前子どもの数」と、「同号に掲げる小学校就
学前子どもに該当する教育・保育給付認定子どもの総数」とあるのは
「法第 19条第 1号または第 2号に掲げる小学校就学前子どもに該
当する教育 。保育給付認定子どもの総数」と、第 13条第 2項中「法
第 27条第 3項第 1号に掲げる額」とあるのは「法第 28条第 2項第
3号の内閣総理大臣が定める基準により算定した費用の額」と、同条
第 4項第 3号イ (ア)中 「教育 B保育給付認定子ども」とあるのは 「教
育・保育給付認定子ども (特別利用教育を受ける者を含む。)」 と、
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旧   条   例
者を含む。)」 と、同号イ (イ )中 「教育・保育給付認定子ども」とあ

るのは「教育・保育給付認定子ども (特別利用教育を受ける者を除

く。)」 とする。

第 37条  (略 )
2 特定地域型保育事業者は、特定地域型保育の種類および当該特定地
域型保育の種類に係る特定地域型保育事業を行 う事業所 (以下「特定

地域型保育事業所」という。)ご とに、法第 19条第 1項第 3号に掲
げる小学校就学前子どもに係る利用定員 (事業所内保育事業を行 う事

業所にあつては、家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準第 4

2条の規定を踏まえ、その雇用する労働者の監護する小学校就学前子

どもを保育するため当該事業所内保育事業を自ら施設を設置して行

う事業主に係る当該小学校就学前子ども (当該事業所内保育事業が、

事業主団体に係るものにあつては事業主団体の構成員である事業主

の雇用する労働者の監護する小学校就学前子どもとし、共済組合等

(児童福祉法第 6条の 3第 12項第 1号ハに規定する木済組合等を
いう。)に係るものにあつては共済組合等の構成員 (同号ハに規定す

る共済組合等の構成員をいう。)の監護する小学校就学前子どもとす

る。)お よびそあ他の小学校就学前子どもごとに定める法第 19条第
1項第 3号に掲げる小学校就学前子どもに係る利用定員とする。)を、

満 1歳に満たない小学校就学前子どもと満 1歳以上の小学校就学前

子どもに区分して定めるものとする。

第 38条  (略 )
(正当な理由のない提供拒否の禁止等)

第 39条  (略 )
2 特定地域型保育事業者は、利用の申込みに係る法第 19条第 1項第
3号に掲げる小学校就学前子どもの数および特定地域型保育事業所

を現に利用している満 3歳未満保育認定子ども(特定満 3歳以上保育

認定子どもを除く。以下この章において同じ。)の総数が、当該特定

地域型保育事業所の同号に掲げる小学校就学前子どもの区分に係る

利用定員の総数を超える場合においては、教育・保育給付認定に基づ

(案 )新   条   例
同号イ (イ )中 「教育・保育給付認定子ども」とあるのは「 育・保育

給付認定子ども (特別利用教育を受ける者を除く。)」 とする。

第 37条  (田各)
2 特定地域型保育事業者は、特定地域型保育の種類および碧該特定地
域型保育の種類に係る特定地域型保育事業を行 う事業所 (以下

「特定

地域型保育事業所」という。)ご とに、法第 19条第 3号に掲げる小
学校就学前子どもに係る利用定員 (事業所内保育事業を行 う事業所に

あっては、家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準第 42条の
規定を踏まえ、その雇用する労働者の監護する小学校就学前子どもを

保育するため当該事業所内保育事業を自ら施設を設詈Lし て行 う事業
主に係る当該小学校就学前子ども (当該事業所内保育事業が、事業主

団体に係るものにあつては事業主団体の構成員である事業主の雇用

する労働者の監護する小学校就学前子どもとし、共済組合等 (児童福

祉法第 6条の 3第 12項第 1号ハに規定する共済組合等をいう。)に
係るものにあつては共済組合等の構成員 (同号ハに規定する共済組合

等の構成員をいう。)の監護する小学校就学前子どもとする。)お よ

びその他あ小学校就学前子どもごとに定める法第 19条第 3号に掲
げる小学校就学前子どもに係る利用定員とする。)を、満 1歳に満た

ない小学校就学前子どもと満 1歳以上の小学校就学前子どもに区分

して定めるものとする。

第 38条  (略 )
(正当な理由のない提供拒否の禁止等 )

第 39条  (略 )
2 特定地域型保育事業者は、利用の申込みに係る法第 19条第 3号に
掲げる小学校就学前子どもの数および特定地域型保育事業所を現に

利用している満 3歳未満保育認定子ども (特定満 3歳以上保育認定子

どもを除く。以下この章において同じ。)の総数が、章該特定地域型

保育事業所の同号に掲げる小学校就学前子どもの区分に係る利用定

員の総数を超える場合においては、教育・保育給付認定に基づき、保
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旧   条!  例
き、保育の必要の程度および家族等の状況を勘案し、保育を受ける必
要性が高いと認められる満 3歳未満保育認定子どもが優先的に利用
できるよう、選考するものとする。
3～ 4 (略 )
第 40条～第43条  (略 )
(特定地域型保育の取扱方針 )

第44条 特定地域型保育事業者は、児童福祉施設の設備及び運営に関
する基準第 35条の規定に基づき保育所における保育の内容につい
て厚生労働大臣が定める指針に準じ、それぞれの事業の特性に留意し
て、小学校就学前子どもの心身の状況等に応 じて、特定地域型保育の

提供を適切に行わなければならない。

第 45条～第 50条  (略 )
(特別利用地域型保育の基準 )

第 51条 特定地域型保育事業者が法第 19条第 1項第 1号に掲げる
小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子どもに対し特別

利用地域型保育を提供する場合には、法第 46条第 1項に規定する地
域型保育事業の認可基準を遵守しなければならない。
2 特定地域型保育事業者が、前項の規定により特別利用地域型保育を
提供する場合には、当該特別利用地域型保育に係る法第 19条第 1項
第 1号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子
どもの数および特定地域型保育事業所を現に利用 している満 3歳未
満保育認定子ども(次条第 1項の規定により特定利用地域型保育を提
供する場合にあつては、当該特定利用地域型保育の対象となる法第 1

9条第 1項第 2号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育
給付認定子どもを含む。)の総数が、第 37条第 2項の規定により定
められた利用定員の総数を超えないものとする。
3 特定地域型保育事業者が、第 1項の規定により特別利用地域型保育
を提供する場合には、特定地域型保育には特別利用地域型保育を、地

域型保育給付費には特例地域型保育給付費 (法第 30条第 1項の特例
地域型保育給付費をいう。次条第 3項において同じ。)を、それぞれ

(案 )新   条   例
育の必要の程度および家族等の状況を勘案し、保育を受ける必要性が

高いと認められる満 3歳未満保育認定子どもが優先的に利用できる
よう、選考するものとする。
3～ 4 (略 )
第40条～第 43条  (略 )
(特定地域型保育の取扱方針 )

第44条 特定地域型保育事業者は、児童福祉施設の設備及び運営に関
する基準第 35条の規定に基づき保育所における保育の内容につい
て内閣総理大臣が定める指針に準じ、それぞれの事業の特性に留意し

て、小学校就学前子どもの心身の状況等に応 じて、特定地域型保育の

提供を適切に行わなければならない。

第 45条～第 50条  (略 )
(特別利用地域型保育の基準 )

第 51条 特定地域型保育事業者が法第 19条 第 1号に掲げる小学校
就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子どもに対 し特別利用地

域型保育を提供する場合には、法第 46条第 1項に規定する地域型保
育事業の認可基準を遵守しなければならない。
2 特定地域型保育事業者が、前項の規定により特別利用地域型保育を
提供する場合には、章該特別利用地域型保育に係る法第 19条第 1号
に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子どもの

数および特定地域型保育事業所を現に利用 している満 3歳未満保育
認定子ども(次条第 1項の規定により特定利用地域型保育を提供する
場合にあつては、当該特定利用地域型保育の対象となる法第 19条第
2号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ど
もを含む。)の総数が、第 37条第 2項の規定により定められた利用
定員の総数を超えないものとする。

特定地域型保育事業者が、第 1項の規定により特別利用地域型保育
を提供する場合には、特定地域型保育には特別利用地域型保育を、地

域型保育給付費には特例地域型保育給付費 (法第 30条第 1項の特例
地域型保育給付費をいう。次条第 3項において同じ。)を、それぞれ

3



こども家庭庁設置法の施行に伴う関係法律の整備に関する法律の施行に伴う関係条例の整備に関する条例

革津市特定教育・保育施設および特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例の
二部改正 (第 2条関係)

新旧対照表

１
０
リ
ー

旧   条   例
含むものとして、この章 (第 40条第 2項を除き、前条において準用
する第 8条から第 14条まで (第 10条および第 13条 を除く。)、
第 17条から第 19条までおよび第 23条から第 33条までを含む。
次条第 3項において同じ。)の規定を適用する。この場合において、
第 39条第 2項中「利用の申込みに係る法第 19条第 1項第 3号に掲
げる小学校就学前子どもの数」とあるのは「利用の申込みに係る法第

19条第 1項第■二に掲げる小学校就学前子どもの数」と、「満 3歳
未満保育認定子ども (特定満 3歳以上保育認定子どもを除く。以下こ

の章におぃて同じ。)」 とあるのは「法第 19条第 1項第 1号または
第 3号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子
ども(第 52条第 1項の規定により特定利用地域型保育を提供する場
合にあつては、当該特定利用地域型保育の対象となる法第 19条第 1
項第 2号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定
子どもを含む。)」 と、「教育・保育給付認定に基づき、保育の必要

の程度および家族等の状況を勘案し、保育を受ける必要性が高いと認

められる満 3歳未満保育認定子どもが優先的に利用できるよう、」と

あるのは「抽選、申込みを受けた順序により決定する方法、当該特定

地域型保育事業者の保育に関する理念、基本方針等に基づく選考その

他公正な方法により」と、第43条第 1項中「教育・保育給付認定保
護者」とあるのは「教育・保育給付認定保護者 (特別利用地域型保育

の対象となる法第 19条第 1項第 1号に掲げる小学校就学前子ども
に該当する教育・保育給付認定子どもに係る教育・保育給付認定保護

者を除く。)」 と、同条第 2項中「法第 29条第 3項第 1号に掲げる
額」とあるのは「法第 30条第 2項第 2号の内閣俗理大臣が定める基
準により算定した費用の額」と、同条第 3項中「前 2項」とあるのは
「前項」と、同条第4項中「前3項」とあるのは「煎2項」と、

「掲

げる費用」とあるのは「掲げる費用および食事の提供 (第 18条第4
項第3号アまたはイに掲げるものを除く。)に要する費用」と、同条

第 5項中「前各項」とあるのは 「前 3項」とする。
(特定利用地域型保育の基準)

含むものとして、この章 (第 40条第 2項を除き、前条において準用
する第 8条から第 14条まで (第 10条および第 13条を除く。)、
第 17条から第 19条までおよび第 23条から第 33条までを含む。
次条第 3項において同じ。)の規定を適用する。この場合において、
第 39条第 2項中「利用の申込みに係る法第 19条第 3号に掲げる小
学校就学前子どもの数」とあるのは「利用の申込みに係る法第 19条
第 1号に掲げる小学校就学前子どもの数」と、「満 3歳未満保育認定

子ども (特定満 3歳以上保育認定子どもを除く。以下この章において

同じ。)」 とあるのは「法第 19条第 1号または第 3号に掲げる小学
校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども (第 52条第 1
項の規定により特定利用地域型保育を提供する場合にあつては、当該

特定利用地域型保育の対象となる法第 19条第 2号に掲げる小学校
就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子どもを含む。)」 と、

「教育・保育給付認定に基づき、保育の必要の程度および家族等の状

況を勘案し、保育を受ける必要性が高いと認められる満 3歳未満保育

認定子どもが優先的に利用できるよう、」とあるのは
「抽選、申込み

を受けた順序により決定する方法、当該特定地域型保育事業者の保育

に関する理念、基本方針等に基づく選考その他公正な方法により」と、

第43条第 1項中「教育・保育給付認定保護者」とあるのは「教育・

保育給付認定保護者 (特別利用地域型保育の対象となる法第 19条第
1号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ど

もに係る教育・保育給付認定保護者を除く。)」 と、同条第 2項中「法

第29条第 3項第 1号に掲げる額」とあるのは「法第 30条第 2項第
2号の内閣総理大臣が定める基準により算定した費用の額」と、同条

第 3項中「前 2項」とあるのは「前項」と、同条第 4項中「前 3項」

とあるのは「前 2項」と、「掲げる費用」とあるのは「掲げる費用お

よび食事の提供 (第 13条第 4項第 3号アまたはイに掲げるも?を除
く。)に要する費用」と、同条第 5項中「前各項」とあるのは「前 3

項」とする。

(特定利用地域型保育の基準)

新   条   例   (案 )



こども家庭庁設置法の施行に伴う関係法律の整備に関する法律の施行に伴う関係条例の整備に関する条例
草津市特定教育・保育施設および特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例の一部改正 (第 2条関係)

新旧対照表

１
０
６
１

旧   条   例
第 52条 特定地域型保育事業者が法第 19条 第 1項第 2号に掲げる
小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子どもに対し特定
利用地域型保育を提供する場合には、法第 46条第 1項に規定する地
域型保育事業の認可基準を遵守しなければならない。
2 特定地域型保育事業者が、前項の規定により特定利用地域型保育を
提供する場合には、当該特定利用地域型保育に係る法第 19条第1項
第2号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子
どもの教および特定地域型保育事業所を現に利用している同項第 3
号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育。保育給付認定子ども
(前条第1項の規定により特別利用地域型保育を提供する場合にあ
つては、当該特別利用地域型保育の対象となる法第 19条 第 1項第 1
量に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども
を含む。)の総数が、第 37条第 2項の規定により定められた利用定
員の総数を超えないものとする。
3 特定地域型保育事業者が、第 1項の規定により特定利用地域型保育
を提供する場合には、特定地域型保育には特定利用地域型保育を、地

域型保育給付費には特例地域型保育給付費を、それぞれ含むものとし
て、この章の規定を適用する。この場合において、第 48条第 1項中
「
教育・保育給付認定イ呆護者」とあるのは「教育・保育給付認定保護
者 (特定利用地域型保育の対象となる法第 19条第 1項第 2号に掲げ
る小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども (特定満
3歳以上保育認定子どもに限る。)に係る教育・保育給付認定保護者
に限る。)」 と、同条第 2項中「法第 29条第 3項第 1号に掲げる額」
とあるのは「法第 30条第 2項第 3号の内閣総理大臣が定める基準に
より算定した費用の額」と、同条第 4項中「掲げる費用」とあるのは
「掲げる費用および食事の提供 (特定利用地域型保育の対象となる特

定満 8歳以上保育認定子どもに対するものおよび満 3歳以上保育認
定子ども(令第 4条第 1項第 2号に規定する満 3歳以上保育認定子ど
もをいう。)に係る第 13条第 4項第 3号アまたはイに掲げるものを
除く。)に要する費用」とする。

新   条   例 (案 )

が法第 19条第 2号第 52条 特定地域型保育事業者
就学前子どもに該当する教育。保育給付認定子どもに対し特定利用地

域型保育を提供する場合には、法第 46条第 1項に規定する地域型保
育事業の認可基準を遵守しなければならない。
2 特定地域型保育事業者が、前項の規定により特定利用地域型保育を
提供する場合には、当該特定利用地域型保育に係る法第 19条第 2号
に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子どもの

数および特定地域型保育事業所を現に利用 している同項第 3号に掲
げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども (前条
第 1項の規定により特別利用地域型保育を提供する場合にあつては、
当該特別利用地域型保育の対象となる法第 19条 第 1号
学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子どもを含む。)の
総数が、第 37条第 2項の規定により定められた利用定員の総数を超
えないものとする。
3 特定地域型保育事業者が、第 1項の規定により特定利用地域型保育
を提供する場合には、特定地域型保育には特定利用地域型保育を、地

域型保育給付費には特例地域型保育給付費を、それぞれ含むものとし

て、この章の規定を適用する。この場合において、第 43条第 1項中
「教育・保育給付認定保護者」とあるのは「教育・保育給付認定保護

者 (特定利用地域型保育の対象となる法第 19条第 2号に掲げる小学
校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども (特定満 3歳以
上保育認定子どもに限る。)に係る教育・保育給付認定保護者に限
る。)」 と、同条第 2項中「法第 29条第 3項第 1号に掲げる額」と
あるのは「法第 30条第 2項第 3号の内閣総理大臣が定める基準によ
り算定した費用の額」と、同条第 4項中「掲げる費用」セ あるのは「掲
げる費用および食事の提供 (特定利用地域型保育の対象となる特定満

3歳以上保育認定子どもに対するものおよび満 3歳以上保育認定子
ども(令第 4条第 1項第 2号に規定する満 3歳以上保育認定子どもを
いう。)に係る第 13条第 4項第 3号アまたはイに掲げるものを除
く。)に要する費用」とする。

に掲げる小学校

に掲げる′ト



こども家庭庁設置法の施行に伴う関係法律の整備に関する法律の施行に伴う関係条例の整備に関する条例

草津市 認定こども園条例の一部改正 (第 3条関係)  新旧対照表

Ｉ
ψ
呵
―

旧   条   例
第 1条～第 3条  (略 )
(入園資格 )

第 4条 幼保連携型認定こども園に入園することができる者は、子ど
も。子育て支援法第 19条第 1項各号に掲げる小学校就学前子どもに
該当するとして同法第 20条第 1項の規定による認定を受けている
保護者の子どもとする。

2 (略 )
第 5条～第 7条  (略 )
(預かり保育)

第 8条 市長は、子ども。子育て支援法第 19条第 1項第 1号に掲げる
小学校就学前子どもに該当するとして同法第 20条第 1項の規定に
よる認定を受けている保護者の子 どもその他市長が特別の事由があ

ると認める者に対し、預かり保育 (学校教育法 (昭和 22年法律第 2
6号 )第 25条の教育課程の実施 日および実施 日以外の日であつて規
則で定める日において、子どもの保護者の希望に応 じて実施する教育

をいう。)を規則に定めるところにより実施する。
2 (略 )
(延長保育)

第 9条 市長は、子ども・子育て支援法第 19条第 1項第 2号またイ
=第3号に掲げる小学校就学前子どもに該当するとして同法第 20条第

1項の規定による認定を受けている保護者の子どもその他市長が特

別の事由があると認める者に対し、延長保育 (市長が必要と認める 1

日当たりの保育時間を超えて行 う保育をいう。)を規則に定めるとこ

ろにより実施する。

2 (略 )
第 10条  (略 )
別表  (略 )

新   条   例 (案 )

第 1条～第 3条  (略 )
(入園資格 )

第 4条 幼保連携型認定こども園に入園することができる者は、子ど
も・子育て支援法第 19条各号に掲げる小学校就学前子どもに該当す
るとして同法第 20条第 1項の規定による認定を受けている保護者
の子どもとする。

2 (μ各)
第 5条～第 7条  (略 )
(預かり保育 )

第 8条 市長は、子ども。子育て支援法第 19条第 1号に掲げる小学校
就学前子どもに該当するとして同法第 20条第 1項の規定による認
定を受けている保護者の子どもその他市長が特別の事由があると認

める者に対し、預かり保育 (学校教育法 (昭和 22年法律第 26号 )
第 25条第 1項の教育課程の実施日および実施日以外の日であつて
規則で定める日において、子どもの保護者の希望に応じて実施する教

育をいう。)を規則に定めるところにより実施する。
2 (略 )
(延長保育 )

第 9条 市長は、子ども・子育て支援法第 19条第 2号または第 3号に
掲げる小学校就学前子 どもに該当するとして同法第 20条第 1項の
規定による認定を受けている保護者の子どもその他市長が特別の事

由があると認める者に対し、延長保育 (市長が必要と認める 1日 当た

りの保育時間を超えて行 う保育をいう。)を規則に定めるところによ

り実施する。

2 (略 )
第 10条  (略 )
別表  (略 )



こども家庭庁設置法の施行に伴う関係法律の整備に関する法律の施行に伴う関係条例の整備に関する条例
草津市保育所設置条例の一部改正 (第 4条関係)  新旧対照表

Ｉ
ψ
∞
―

旧   条   例
第 1条～第 3条  (略 )
.(入
所の要件 )

第 4条 保育所に入所できる乳児、幼児その他の児童は、子ども。子育
て支援法 (平成 24年法律第 65号 )第 20条第 4項の教育・保育給
付認定子ども (同 法第 19条第 1項第 2号または第 3号の区分に係る
小学校就学前子どもに限る。)その他保育を必要とすることが明らか
な者とする。ただし、草津市特定教育・保育施設および特定地域型保
育事業の運営に関する基準を定める条例 (平成 26年草津市条例第 3
0号 )第 6条第 1項および児童福祉法第 46条の 2第 1項の正当な理
由がある場合は、入所を制限することができる。
第 5条  (略 )
(延長保育 )

第 6条 市長は、子ども。子育て支援法隻 1_9条第 1項第 2号または第
3号に掲げる小学校就学前子 どもに該当するとして同法第 20条第
1項の規定による認定を受けている保護者の子 どもその他市長が特
別の事由があると認める者に対 し、延長保育 (市長が必要と認める 1

日当たりの保育時間を超えて行 う保育をい う。)を規則に定めるとこ
ろにより実施する。
2  (田各)                                  |
第 7条  (略 )
別表  (略 )

(案 )新   条   例
第 1条～第 3条  (略 )
(入所の要件 )

第 4条 保育所に入所できる乳児、幼児その他の児童は、子ども。子育
て支援法 (平成 24年法律第 65号 )第 20条第 4項の教育・保育給
付認定子ども(同法第 19条第 2号または第 3号の区分に係る小学校
就学前子どもに限る。)そ の他保育を必要とすることが明らかな者と
する。ただし、草津市特定教育・保育施設および特定地域型保育事業
の運営に関する基準を定める条例 (平成 26年草津市条例第 30号 )
第 6条第 1項および児童福祉法第 46条 の 2第 1項の正当な理由が
ある場合は、入所を制限することができる。

第 5条  (略 )
(延長保育 )

第 6条 市長は、子ども。子育て支援法第 19条 第 2号またイま第 3号イこ
掲げる小学校就学前子どもに該当するとして同法第 20条第 1項の
規定による認定を受けている保護者の子どもその他市長が特別の事

由があると認める者に対し、延長保育 (市長が必要と認める 1日 当た

りの保育時間を超えて行 う保育をいう。)を規則に定めるところによ
り実施する。
2 (略 )

第 7条  (略 )
別表  (略 )



こども家庭庁設置法の施行に伴う関係法律の整備に関する法律の施行に伴う関係条例の整備に関する条例

草津市子どものための教育・保育給付に係る利用者負担額に関する条例の一部改正 (第 5条関係)   新旧対照表
旧   条   例

第 1条～第 2条  (略 )
(利用者負担額の決定)

第 3条 市長は、法第 20条第 4項の教育・保育給付認定子ども 1人当
たり1月 につき、次の各号に掲げる教育・保育給付認定子どもの区分

に応 じ、当該各号に定める額を限度として、規則で定めるところによ

り、前条の利用者負担額を決定する。

(1) 法第 19条第 1項第 1号に掲げる小学校就学前子ども 0円
(2) 法第 19条第 1項第 2号に掲げる小学校就学前子どものうち、
満 3歳に達する日以後の最初の 3月 31日 を経過 したもの 0円
(3)法第 19条第 1項第 2号に掲げる小学校就学前子どものうち、
満 3歳に達する日以後の最初の 3月 31日 までの間にあるものお
よび法第 19条第 1項第 3号に掲げる小学校就学前子ども 10
4,000円

第 4条～第 6条  (略 )

(案 )新   条   例
第 1条～第 2条  (略 )
(利用者負担額の決定)

第 3条 市長は、法第 20条第 4項の教育・保育給付認定子ども 1人当
たり1月 につき、次の各号に掲げる教育・保育給付認定子どもの区分

に応じ、当該各号に定める額を限度として、規則で定めるところによ

り、前条の利用者負担額を決定する。

(1) 法第 19条第 1号に掲げる小学校就学前子ども 0円
(2) 法第 19条第 2号に掲げる小学校就学前子どものうち、満 3歳
に達する日以後の最初の 3月 31日 を経過 したもの 0円
(3) 法第 19条第 2号に掲げる小学校就学前子どもの うち、満 3歳
に達する日以後の最初の 3月 81日 までの間にあるものおよび上
第 19条第 3号に掲げる小学校就学前子ども 104, 000円

第 4条～第 6条  (略 )ｌ
Ｃ
リ
ー



こども家庭庁設置法の施行に伴う関係法律の整備に関する法律の施行に伴う関係条例の整備に関する条例
草津市家庭的保育事業等の設備および運営に関する基準を定める条例の一部改正 (第 6条関係 ) 新旧対照表

旧   条   例
第 1条～第 24条  (略 )
(保育の内容)

第 25条 家庭的保育事業者は、児童福祉施設の設備及び運営に関する
基準 (昭和 23年厚生省令第 63号)第 35条に規定する厚生労働大
二が定める指針に準じ、家庭的保育事業の特性に留意して、保育する
乳幼児の心身の状況等に応 じた保育を提供 しなければならない。
第 26条～第 48条  (略 )

新   条   例 (案 )

第 1条～第 24条  (略 )
(保育の内容 )

第 25条 家庭的保育事業者は、児童福祉施設の設備及び運営に関する
基準 (昭和 23年厚生省令第 63号)第 35条に規定する内閣総理大
三が定める指針に準じく家庭的保育事業の特性に留意してく保育する

乳幼児の心身の状況等に応 じた保育を提供 しなければならない。
第 26条～第48条  (略 )

Ｉ
Ｐ
０
０
１



こども家庭庁設置法の施行に伴う関係法律の整備に関する法律の施行に伴う関係条例の整備に関する条例

草津市立発達支援センター条例の一部改正 (第 7条関係)   新旧対照表

Ｉ
Ｐ
Ｏ

Ｐ
Ｉ

旧   条   例
第 1条～第 6条  (H各 )
(利用者の範囲等 )

第 7条  センターを利用することができる者は、次の各号に掲げる事業
の区分に応 じ、当該各号に定めるものとする。ただし、市長が特別の

事情があると認めるときは、この限りでない。

(1)～ (2) (略 )
(3)保育所等訪問支援 市内に住所を有し、かつ、市内に居住する
障害児等で保育所その他の児童が集団生活を営む施設 として厚生

労働省令で定めるものに通 うものおよびその保護者のうち、法第 2

1条の 5の 7第 9項の通所受給者証の交付を受けたもの

(4) (略 )
2 (略 )
第 8条～第 10条  (略 )

(案 )新   条   例
第 1条～第 6条  (略 )
(利用者の範囲等 )

第 7条 センターを利用することができる者は、次の各号に掲げる事業
の区分に応 じ、当該各号に定めるものとする。ただし、市長が特別の

事情があると認めるときは、この限りでない。

(1)～ (2) (略 )
(3)保育所等訪問支援 市内に住所を有し、かつ、市内に居住する
障害児等で保育所その他の児童が集団生活を営む施設 として内 F各弓

府令で定めるものに通 うものおよびその保護者のうち、法第 21条
の 5の 7第 9項の通所受給者証の交付を受けたもの

(4) (略 )
2 (略 )
第 8条～第 10条  (略 )



Ｉ
Ｐ
Ｏ
博
‥

こども家庭庁設置法の施行に伴う関係法律の整備に関する法律の施行に伴う関係条例の整備に関する条例
(付則関係)   新旧対照表

旧   条   例新   条   例 (案 )

付 則
この条例は、令和 5年 4月 1日 から施行するハ



議第 9号

地方教育行政の組織及び運営に関する法律第 29条の規定により教育委員会
の事

務に関する議案について意見を市長に申し出るに
つき議決を求めることについて

上記の議案を提出する。

令和 5年 2月 15日

草津市教育委員会

教育長 藤田 雅也

-103-



地方教育行政の組織及び運営に関する法律第 29条の規定により教育委員会の

事務に関する議案について意見を市長に申し出るにつき議決を求めることにつ

ヤヽ て

草津市立図書館設置条例の一部を改正する条例案に対する意見を市長に申し出るに

つき、地方教育行政の組織及び運営に関する法律 (昭和 31年法律第 162号 )第 29

条の規定に基づき、本委員会の議決を求める。

記

意見  特になし

-104-



草津市立図書館設置条例の一部を改正する条例

草津市立図書館設置条例 (昭和 58年車津市条例第 15号)の一部を次のように改
正する。

別表会議室 1の項を削り、「会議室 2」 を
「会議室Jに改める。

付 則

この条例は、令和 5年 7月 1日 から施行する。

-105-



議第 15号  草津市立図書館設置条例の一部を改正する条例   新旧対照表
旧   条   例

第 1条～第 9条  (略 )
別表 (第 7条第 1項関係 )

備考  (略 )

全 国

10時から 18時
まで

1

円

900
2, 700
8, 300

年後

13日寺から 18日寺
まで

1

円

300
1.800
5, 500

午前

10日寺から 12日寺
30分まで

円

600
900
2, 800

区分

会議室 1

会議室 2

大会議室

新   条   例 (案 )

第 1条～第 9条  (略 )
別表 (第 7条第 1項関係 )

備考  (略 )
付 則

この条例は、令和 5年 7月 1日 から施行する∩

全 日

10日寺から 18日寺
まで

円

2, 700

8, 300

年後

1 3時から 18日寺
まで

円

1. 800

5, 500

午前

10日寺から■ 2日寺
30分まで

円

900

2, 800

区分

会議室

大会議室

Ｉ
Ｐ
０
６
１



議第 10号

地方教育行政の組織及び運営に関する法律第 29条の規定により教育委員会の事

務に関する議案について意見を市長に申し出るにつき議決を求める
ことについて

上記の議案を提出する。

令和 5年 2月 15日

草津市教育委員会

教育長 藤田 雅也

-107-



地方教育行政の組織及び運営に関する法律第29条の規定により教育委員会の

事務に関する議案について意見を市長に申し出るにちき議決を求めることにつ

い て                    '

令和 4年度草津市一般会計補正予算に対する意見を市長に申し出るにつき、地方教育

行政の組織及び運営に関する法律 (昭和 31年法律第 162号)第 29条の規定に基づ

き、本委員会の議決を求める。

記

意見  特になし

-108-



令和 4年度

■般会計補正予算

概要書

令和 5年 2月 15日 開イ任

定例教育李員会資料

-109-



令和4年度草津市一般会計補正予算

一般会計 (歳出 ) (単位 :千円)

Ｉ
Ｐ
Ｐ
Ｏ
Ｉ

説 明

国の補助金を活用した感染症流行下における学
校教育活動体制整備事業の実施に伴う増額。

国における交付金の追加内示に伴う、令和5年度
事業の前倒し計上による増額。
玉川小学校他空調設備更新工事 他1件

本年度当初予算に措置された下記事業を令和3
年度からの繰越予算で執行したため減額。
山田小学校非構造部材改修2期工事、監理業務
他1件

設計業務委託料等の執行残の減額。
笠縫東小学校他空調設備更新工事実施設計業
務 他3件

エネルギー価格高騰に伴い、令和4年 11月 補正
で増額した電気使用料金を実績額に合わせて減
額。

補正予算額

(国 )

(― )

2,780

2,780

(国 )

(債 )

(他 )

(― )

4,270

24,200

△ 6,000

△ 38,494

5,560

△ 16,024

現計予算額

62,410

360,329

事務事業名

小学校管理運営費

小学校管理運営費

小学校施設維持管理費

小学校施設維持管理費

目

学校管理費

学校管理費

項

小学校費

小学校費

所管課

教育総務課

教育総務課



令和4年度車津市一般会計補正予算

―般会計 (歳出) (単位 :千円 )

Ｉ
Ｐ
Ｐ
Ｐ
Ｉ

説 明

国における交付金の追加内示に伴う、令和5年度
事業の前倒し計上による増額。
小学校トイレ改修工事、監理業務

件

本年度当初予算に措置された下記事業を令和3

年度からの繰越予算で執行したため減額。

志津南小学校大規模改造2期工事、監理業務

他1件

設計業務委託料の執行残の減額。

南笠東小学校トイレ改修工事実施設計業務

他1件

国の補助金を活用した感染症流行下における学

校教育活動体制整備事業の実施に伴う増額。

補正予算額

(匡l)  △ 72,896

(債)△ 171,700

(1也)  △ 80,000

(‐
―)   △ 1,395

(国 )

(― )

756

756

△ 325,991

1 ,5 1 2

現計予算額

424,171

29,774

事務事業名

小学校建設事業費

小学校大規模改造費

中学校管理運営費

中学校管理運営費

目

学校建設費

学校管理費

項

小学校費

中学校費

所管課

教育総務課

教育総務課



令和4年度草津市一般会計補正予算

一般会計 (歳出) (単位 :千円)

Ｉ
Ｐ
Ｐ
博

―

説 明

国における交付金の追加内示に伴う、令和5年度
事業の前倒し計上による増額。
松原中学校非構造部材改修1期工事、監理業務
他1件

本年度当初予算に措置された下記事業を令和3
年度からの繰越予算で執行したため減額。
老上中学校他空調設備設置工事

設計業務委託料の執行残の減額。
高穂中学校他空調設備更新工事実施設計業務
他1件

エネルギー価格高騰に伴い、令和4年 11月 補正
で増額した電気使用料金を実績額に合わせて減
額。

国における交付金の追加内示に伴う、令和5年度
事業の前倒し計上による増額。
新堂中学校グラウンド改修工事、監理業務

本年度当初予算に措置された下記事業を令和3
年度からの繰越予算で執行したため減額。
松原中学校トイレ改修工事、監理業務 他1件

設計業務委託料の執行残の減額。
新堂中学校グラウンド改修工事実施設計業務

補正予算額

(国 )

(債)

(― )

14,277

39,300

△ 19,713

(国 )

(債 )

(他)

(― )

△ 4,895

10,700

△ 25,000

7,420

33,864

△ 11,775

現計予算額

164,277

135,010

事務事業名

中学校施設維持管理費

中学校施設維持管理費

中学校建設事業費

中学校大規模改造費

目

学校管理費

学校建設費

項

中学校費

中学校費

所管課

教育総務課

教育総務課



令和4年度草津市一般会計補正予算

一般会計 (歳出) (単位 :千円)

Ｉ
Ｐ
Ｐ
ω
ｌ

説 明

会議回数減や研修不参加等による減額。

事務費の執行残による減額。

家庭教育学習事業費補助金および事務費の執行

残による減額。

事務費の執行残による減額。

会議回数減や事務費の執行残による減額。

補正予算額

(‐
―)    △ 489

(―)  △ 75

(‐
―)    △ 162

(‐=)     △ 39

(‐
―)    △ 193

△ 489

△ 75

△ 162

△ 39

△ 193

現計予算額

1 7 1 8

221

327

2,380

9,452

事務事業名

社会教育推進費

社会教育推進事業費

社会教育推進費

学習ボランティア推進費

社会教育推進費

家庭教育推進費

文化振興費

市美術展覧会開催費

文化振興費

市民文化芸術活動支援事業費

目

社会教育総務費

社会教育総務費

社会教育総務費

社会教育総務費

社会教育総務費

項

社会教育費

社会教育費

社会教育費

社会教育費

社会教育費

所管課

生涯学習課

生涯学習課

生涯学習課

生涯学習課

生涯学習課



令和4年度草津市一般会計補正予算

T般会計 (歳出) (単位 :千円)

Ｉ
Ｐ
Ｐ
ヽ
ｌ

説 明

事務費の執行残による減額。

事務費の執行残による減額。

文化ホール改修工事等の執行残による減額。

新型コロナウイルス感染症の影響のため大会中
止による減額。        '

新型コロナウイルス感染症の影響のため大会の
一部中止による減額。

補正予算額

(―)  △ 57

(‐
―)     △ 89

(債)

(他)

(― )

△ 40,000

△ 3,000

12,600

(‐
―)   △ 2,955

(― )    △ 280

△ 57

△ 89

△ 30,400

△ 2,955

△ 280

現計予算額

394

1,684

313,605

2,955

2,550

事務事業名

文化振興費

俳旬のまちづくり事業費

青少年教育費

成人式開催費

文化施設管理費

文化ホール管理運営費

市民スポーツ大会推進費

チヤレンジスポーツデー開催費補助金

市民スポーツ大会推進費

各種大会補助金

目

社会教育総務費

社会教育総務費

社会教育総務費

保健体育総務費

保健体育総務費

項

社会教育費

社会教育費

社会教育費

保健体育費

保健体育費

所管課

生涯学習課

生涯学習課

生涯学習課

スポーツ推進課

スポーツ推進課



令和4年度草津市T般会計補正予算

一般会計 (歳出) (単位 :千円)

Ｉ
Ｐ
Ｐ
ｕ
ｌ

説 明

総合体育館改修工事に伴う指定管理者への補填
等の実績に伴う執行残による減額。
野村グラウンド管理棟他、所管施設の改修工事、
実施設計業務の執行残による減額。

総合体育館改修工事に伴う代替施設開放運営費

等の執行残による減額。

国スポ・障スポ競技施設周辺駐車場実施設計業
務の執行残による減額。

入札執行残による減額。

大規模事業の減に伴う執行残による減額。

補正予算額

(県 )

(債 )

(― )

△ 1,963

△ 24,500

23,296

(‐
―)    △ 940

(‐
二)   △ 7,320

ω kl謝

(他)△ 30,616

△ 3,167

△ 940

△ 7,320

△ 1,520

△ 30,616

現計予算額

294,310

4,481

26,008

17,831

48,480

事務事業名

社会体育施設管理運営費

社会体育施設管理運営費

都市公園等維持管理費

野村公園管理費

スポーツ推進費

大規模大会開催費

管理運営費

南草津図書館施設管理費

開発関連遺跡調査費

宅地開発等関連遺跡発掘調査費

体育施設費

公園費

保健体育総務費

図書館費

文化財保護費

項

保健体育費

都市計画費

保健体育費

社会教育費

社会教育費

所管課

スポーツ推進課

スポーツ推進課

スポーツ大会推進室

図書館

歴史文化財課



令和4年度草津市一般会計補正予算

一般会計 (歳出) (単位 :千円)

Ｉ
Ｐ
Ｐ
６
１

説 明

国の補助金配分の減による減額。

国の補助金配分の減による減額。

入札執行残による減額。

学校給食無償提供に伴う支給不要による減額。
新型コロナウイルス感染症の影響により、修学旅
行先や内容変更に伴う減額。

学校給食無償提供に伴う支給不要による減額。

補正予算額

(国 )

(憤)

(一 )

△ 4,488

△ 2,900

△ 1,455

(国 )

(債 )

(― )

△ 7,802

△ 6,500

△ 460

(債)

(使)

(他 )

(― )

△ 1,000

△ 152

△ 329

171

(国 )

(― )

△ 6

△ 10,144

(国 )

(― )

△ 1,744

△ 1,744

△ 8,833

△ 14,762

△ 1,310

△ 10,150

△ 3,488

現計予算額

18,693

52,191

26,272

39,883

9,629

事務事業名

史跡草津宿本陣保存整備費

史跡草津宿本陣整備費

史跡芦浦観音寺跡保存整備費

史跡芦浦観音寺跡整備費

草津宿街道交流館運営費

草津宿街道交流館運営費

小学校就学援助費

児童就学援助費

小学校就学援助費

小学校特別支援教育就学奨励費

目

文化財保護費

文化財保護費

文化財保護費

教育振興費

教育振興費

項

社会教育費

社会教育費

社会教育費

小学校費

小学校費

所管課

歴史文化財課

歴史文化財課

草津宿街道交流館

学校教育課

学校教育課



令和4年度車津市一般会計補正予算

一般会計 (歳出) (単位 :千円)

Ｉ
Ｐ
Ｐ
劇
―

説 明

学校給食無償提供に伴う支給不要による減額。

新型コロナウイルス感染症の影響により、修学旅

行先や内容変更に伴う減額。

学校給食無償提供に伴う支給不要による減額。

新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、事業
内容の変更による減額。

開催実績に伴う減額。

入札執行残による減額。

補正予算額

(国 )

(― )

△ 201

△ 10,297

(国 )

(― )

△ 861

△ 862

(‐
―)    △ 499

(他)

(― )

△ 1,666

66

⑬ △剤

△ 10,498

△ 1,723

△ 499

△ 1,600

△ 700

現計予算額

40,726

5,310

2,872

10,821

3,459

事務事業名

中学校就学援助費

生徒就学援助費

中学校就学援助費

中学校特別支援教育就学奨励費

学校体育推進費

小学校体育推進費

児童生徒支援費

学びの教室開催費

同和教育指導推進費

同和教育指導推進事務費

目

教育振興費

教育振興費

保健体育総務費

教育指導費

同和教育指導費

項

中学校費

中学校費

保健体育費

教育総務費

教育総務費

所管課

学校教育課

学校教育課

学校教育課

児童生徒支援課

児童生徒支援課



令和4年度草津市一般会計補正予算

一般会計 (歳出) (単位 :千円)

説 明

事務費等の執行残による減額。

利用実績に伴う減額。
入札執行残による減額。

補正予算額

(―
‐)    △ 420

(国 )

(他 )

(― )

14,263

△ 2,594

△ 33,227

△ 420

△ 21,558

現計予算額

1,237

125,334

事務事業名

社会同和教育推進費

人権・同和教育研究大会開催費

教育情報化推進費

学校ICT推進費

目

社会同和教育費

教育指導費

項

社会教育費

教育総務費

所管課

児童生徒支援課

学校政策推進課

Ｉ
Ｐ
Ｐ
∞
！



繰越明許費

(単位 千円 )

款 項 事  業  名 金 額

教育費 小学校費 小学校管理運営費 5,560

教育費 小学校費 小学校施設維持管理費 76,020

教育費 小学校費 小学校建記事業費 95,392

教育費 中学校費 中学校管理運営費 1,512

教育費 中学校費 中学校施設維持管理費 65,258

教育費 中学校費 中学校建設事業費 113,503
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